　　　　興味がわいたら対応の解説部分もご覧ください。
０　ウォーミングアップ
「千の風になって」

作詞者不詳(注2)/新井満日本語詞・新井満作曲




私のお墓の前で　泣かないでください
そこに私はいません　眠ってなんかいません
千の風に　千の風になって
あの大きな空を　吹きわたっています

秋には光になって　畑にふりそそぐ
冬は(注3)ダイヤのように　きらめく雪になる
朝は鳥になって　あなたを目覚めさせる
夜は星になって　あなたを見守る

私のお墓の前で　泣かないでください
そこに私はいません　死んでなんかいません
千の風に　千の風になって
あの大きな空を　吹きわたっています

千の風に　千の風になって
あの　大きな空を　吹きわたっています

あの　大きな空を　吹きわたっています
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作詞者不詳の原詩は、次のとおりです。 

a thousand winds
Author Unknown (注2)

Do not stand at my grave and weep;
I am not there, I do not sleep.

I am a thousand winds that blow.
I am the diamond glints on snow.
I am the sunlight on ripened grain.
I am the gentle autumn's rain.

When you awaken in the morning's hush,
I am the swift uplifting rush
Of quiet birds in circled flight.
I am the soft stars that shine at night.

Do not stand at my grave and cry;
I am not there, I did not die.

	(注1) 《参考文献》
『千の風になって』新井満著　講談社　ISBN4-06-212124-7
『絵本・千の風になって』新井満/文　佐竹美保/絵　理論社　ISBN4-652-04032-6
ＣＤ『千の風になって』新井満　ポニーキャニオン　PCCA01968


http://www.mahoroba.ne.jp/~gonbe007/hog/shouka/sennokazeninatte.html
「千の風になって」は、いかにして生まれたか？　　　　　By 新井満

私のふるさとは新潟市です。この町で弁護士をしている川上耕君は、私のおさななじみです。
彼の家には奥さんの桂子さんと三人の子供たちがいて、とても明るく幸せな家族生活を営んで
いました。
ところがある日、桂子さんはガンにかかり、あっというまになくなってしまいました。
後に残された川上君と子供たち三人のおどろきと悲しみは尋常ではありません。絶望のどん底に蹴落とされたのも同然です。なぐさめの言葉を言う以外、私にできることはありませんでした。
しかし、そんなものが何の役に立つはずもありません。

桂子さんは、地域に足をつけた地道な社会貢献活動を行う人でもありました。
たくさんの仲間たち が協力して追悼文集を出すことになりました。
「千の風になって-川上桂子さんに寄せて-」という文集です。
文集の中で、ある人が「千の風」の翻訳詩を紹介していました。私は一読して心底から感動しました。
＜よし、これを歌にしてみよう。そうすれば、川上君や子供たちや、あとに残された多くの仲間たちの心をほんの少しくらいはいやすことができるのではなかろうか……＞そう思ったのです。

何ヶ月もかけて原詩となる英語詩をさがし出しました。それを翻訳して私流の日本語訳詩を作りました。
それに曲をつけて歌唱したのが、この度の「千の風になって」という歌です。
私家版のCDを数枚だけプレスし、そのうちの一枚を川上君のところに送りました。
CDは桂子さんを偲ぶ会で披露されました。集まった人々は一様に涙を禁じ得なかったそうです。
そして泣きながらこの歌を歌ってくれたのだそうです。
残された人々の心の中には大きな場所が用意されていて，その中で大切な人は生き続ける，ということでしょうか．
「火火」や「半落ち」を思い出しました．新井さんが「桂子さんは，地域に足をつけた地道な社会貢献活動を行う人でもありました」とわざわざ付け加えておられるのも，そういうことなのかもしれません．しかし，もっと深いところにある心が反応しているような気もします．
２００４年には映画も作られたそうです。
http://www.sennokaze.jp/
http://www.mahoroba.ne.jp/~gonbe007/prof/1000winds.htmlに次のような文章がありました．オリジナルバージョンも紹介されています．

「千の風になって」の詩の原作者について


執筆：オーママミア Quinn 




こちらの掲示板でたびたび話題となった『千の風になって(Do not stand at my grave and weep)』の原作者についてまとめてみました。結論から言うと、原作者はメアリー・フライ(Mary　Frye)というアメリカ人女性です。
そしてこれが、彼女の生まれて始めての作詩でした。 

各国で行われる戦争記念日、慰霊祭では、必ずといってよいほどこの詩が登場し、遺族の心を和らげています。しかし、あまりに有名な詩にもかかわらず、原作者については、つい最近まで知られることなく過ぎてきました。この詩人が市井の人を貫いたため、資料が少なかったのがその理由だと思われます。 

比較的まとまっている英文資料から、一部抜粋して訳してみました。ご参考となれば幸甚です。 

★もっとも愛されている詩の作者は誰だ？－（ジェフ・スティーブンソス著） 

『Do not stand at my grave and weep』(千の風になって)の原作には諸説があり、アメリカ先住民説まで飛び出しました。英米国の双方で作者探しが盛り上がり、ついにメアリーに辿り着きます。 

メアリーの地元ラジオ局でのインタビューより 

メアリー・フライは家庭的で、常識があり快活な９４歳のようだ。
これはメアリーが自身の言葉で語った親友マーガレット・シュワルツコフ(Margaret Schwarzkopf)の事である。
時は１９３２年に遡る── 

「そうね、マーガレット(ドイツ系ユダヤ人)はドイツから来たの。ちょうどヒットラーが政権を取ってね、お母様も国外に出たかったんだけど、老齢の上、具合も悪くて来れなかったのよ。彼女はそれこそ何時もお母様の事を心配していたわ。何しろ全然手紙が来ないのよ、だから日ごとに心配を募らせていたわ。 

私たち大使館を通してできる限りのことをしたわ。わかるでしょ?　その手の事って。ようやく事が判明したんだけど、お母様は亡くなってたの。それで、マーガレットは実際に神経衰弱を患ってただ泣くばかり。毎日、毎日泣き暮らしていたわ。 

ある日一緒に買い物に出たの、茶色の紙袋に買ったものを入れて、家のキッチンテーブルで仕分けをしていたのよ。そしたらね、何だか分からないけど、私の買ったものを見てマーガレットが泣き出したの。「それ、私の母が好きだったの。」ってね。
「マーガレット、お願いだから泣かないで。」っていったの。そうしたらマーガレットがね、「何が一番悲しいかって、私は母の墓標の前に立ってさよならを告げる事も出来ないのよ（ I never had the chance to stand at my mother's grave and say goodbye.)。」涙に目をぬらしたまま、２階の自室にひきこもったわ。
（注；ドイツの情勢が反ユダヤ人に向かっており、帰れる状況ではなかった。） 

その時メアリーの手には、買物を点検するためのペンが握られていた。メアリーは、引きちぎった茶色の買物袋に、一息に込み上げる詩を書き付けた。
しばらくして、落ち着きを取り戻したマーガレットが階下に下りてきたとき、メアリーはマーガレットに紙切れを差し出した。「これ、私が書いた詩なの。私の思う〝人の生と死のあり方〟なの。あなたのためになるかどうか分からないけど。」
マーガレットは詩を一読し、メアリーを抱きしめて言った。「私この詩を一生大切にするわ。」そして、もう泣く事は無かった。 




マーガレットはこの詩を職場へ持っていった。彼女の同僚の友人が連邦政府印刷所に勤めており、そこからこの詩が作者の手を離れていったのだ。 

1932年にメアリーが書いたオリジナルバージョン 

Do not stand at my greave and weep
Words by Mary Frye
Do not stand at my grave and weep
I am not there, I do not sleep
I am in a thousand winds that blow
I am the softly falling snow
I am the gentle showers of rain
I am the fields of ripening grain
I am in the morning hush
I am in the graceful rush
Of beautiful birds in circling flight
I am the starshine of the night
I am in the flowers that bloom
I am in a quiet room
I am in the birds that sing
I am in the each lovely thing
Do not stand at my grave and cry
I am not there I do not die 


千の風になって
オーママミア訳詞（文才無くてすみません　m(_ _)m ） 

私の墓標の前で泣かないで
私はそこにいないのだから　私は眠ってなんかいない
私は千の風になって渡ってゆく
私はやわらかく　舞い降りる雪
私は優しく降り注ぐ雨
私は野に実る穂
私は朝の静寂の中に
私は水辺にたなびく灯心草
空を旋回する美しい鳥たちとともに 

私は夜空の星の光
私は咲き誇る花たちとともに
私は静かな部屋の中に
私は歌う鳥たちとともに
私は全ての素晴らしいものとともにあるの
だから、私の墓標の前でなかないで
私はそこにいないの　私は死んではいないのだから
ホイットマンだったか，忘れてしまいましたが，学生の頃に読んだアメリカの有名な詩人のような感じがあって，私にはこちらのほうがフィットしてきます．人も鳥も，山や川も，すべてのものが心と一体になっていて，そういう世界の中であなたが生き続ける，そんな感じでしょうか．新井さんが翻訳したアメリカの詩のほうにもこんな感じは残っているようにも思われるのですが，そのままだと今の日本人にはもうひとつフィットしてこないのかもしれません．オリコンでトップになっているのも新井さんの翻訳に爽やかな感じがあるからでしょうか．オリジナルの作者からはもちろん，新井さんの思い入れからも離れたところで共感している人も多いのかもしれません．いつの時代にも人間は癒しを必要としていたのでしょうが，何が原因なのか，何が癒しになるのか，といったことは時代によって違っているのかもしれません．「生きる事が　つらいとか　苦しいだとか　いう前に　野に育つ花ならば　力の限り生きてやれ」と歌った千春に共感した人たちとは今の人はずいぶん違うようです．先日なくなった，「上野はおいらの心の駅」と歌った歌手も同じ世代といってよいのでしょうが，今の時代には熱っぽすぎてうっとうしいかもしれません．しかし，「果てしない大空と」と歌い出す千春には忘れられない魅力がありました．　
何をするにも情報を得てからです．情報の大切さをおろそかにする社会は廃れます．小樽の生徒は少なくとも大学を受験する際には道内や全国の生徒と競争しなければならないという現実があります．高卒で就職する生徒はもっと厳しい競争に直面することになるでしょう．競争のない社会は人類の歴史には存在しませんでした．現実を直視すべきです．序列化も無視できない現実です．学校の中にもあります．生徒はその重圧の中で生活しています．現実から出発して対策を講じないと生徒はもっと大きな重圧を受けることになるでしょう．学校の外の社会は中にいる者が考えている以上に厳しいようです．３５％もの大学生が３年以内に退職する現実は無視できません．中卒，高卒はどうなのでしょう。もしかしたらもっと高い数字になっているかもしれません。競争だけではないでしょうが，競争も大きな要因でしょう．
有効な代替案がなければ，親はもちろん，社会をも説得できないでしょう．親は皆，子供が少しでもよい生活ができるように願って骨身を削っています．イデオロギーでこの現実を切り捨ててはいけません。学校が預かっているのは商品ではありません。人間です。大袈裟に言えば，正義とは何か，ということが問われているのです。
北教組小樽市支部　学力調査も協力拒否　「学校間の競争あおる」　　2007/02/05 14:01 　道新
　【小樽】小樽市教委が昨年五月、市内の公立中学一年の全生徒を対象に行った「学習到達度調査」で、北教組小樽市支部が協力を拒否したため、大半の学校で校長や教頭、市教委職員が試験監督や答案用紙の配布・回収などを行っていたことが五日分かった。 

　到達度調査は小樽市教委独自の取り組みで、国語と算数の理解度を調べるとともに、睡眠時間や好きな科目などを聞く内容。設問は東京の専門業者が作成した。 

　全市的な到達度調査は約四十年ぶりで、小樽市教委は「学習や生活における課題を明らかにして、指導に生かしたい」と趣旨を説明した。 

　しかし、北教組小樽市支部は「学校間の競争をあおって、序列化につながる」として、各中学の分会に非協力を文書で指示した。 

　調査は全十四校約千人を対象に行われ、結果は昨年十一月に各校に配布された。 

　二○○五年度の道教委調査によると、札幌市を除く道内の小学校の７３％（八百五十校）、中学校の４５％（二百七十二校）が何らかの民間業者のテストを活用している。 

　道教委の上田充・義務教育課長は「テストの結果は児童生徒本人に返すものであり、小樽のような北教組が協力しないというケースは聞いたことがない」と話している。 

　一方、札幌市は○四年度から中学二年生の数％を対象に「学習実現状況調査」を行っている。 
００　トピックス

女性の活用
日本初、女性リーダー向けクラスマガジン、日経ＥＷ、３月１２日創刊。

	2007/02/05, 日経金融新聞, 1ページ, 　, 268文字


　日経ホーム出版社は、女性リーダー向けクラスマガジン「日経ＥＷ」（イー・ダブリュ）を三月十二日に創刊します。
　キャッチフレーズは「責任を、になう女性は、美しい」。主任から社長まで、肩書きを持つ女性に向けて、ビジネスとライフスタイル両面をサポートする情報を提供します。
　編集内容は、女性管理職ならではの課題解決策、ファッション・ビューティ戦略など。リーダー層向け女性誌は、日本初となります。
　定価は七百八十円。全国の書店やコンビニエンスストア、駅の売店、ネット書店、日本経済新聞取扱販売店などで発売します。日本経済新聞社　
日経ホーム出版社

ワーキングウーマン――シングル女性にも恩恵、仕事と生活の両立支援（生活）

	2007/02/05, 日本経済新聞　夕刊, 11ページ, 有, 2014文字


新休暇制度でメリハリ
在宅勤務は自宅管理カギ
　仕事と生活の調和を意味する「ワーク・ライフ・バランス」。企業が進めるこの両立支援は子どもを持つ女性に限定されがちだ。しかし、既婚や性別にとらわれず全従業員を対象にする企業が登場し始めた。育児中の社員の仕事の代替で負担が増え、不公平感を持っていたシングルの社員も恩恵を受けられる仕組みだ。
　「休暇を機に、仕事と私生活にメリハリがついた」。東京スター銀行コーポレートファイナンスグループで法人向けに貸付業務を行う中城裕子さんは昨年、休職制度を利用して二カ月間、海外で裁縫指導のボランティアに参加した。
　同行は二〇〇六年四月から「ファミリーバランス」プロジェクトを開始。育児など事情のある社員だけでなく、全従業員が仕事と私生活のバランスをとりながら働けるように推進策を整備している。休職制度はその一つ。所属長の承認を得られれば最長二十六カ月まで休むことができる。
◎－－－－◎
　これまで最長でも十日程度しか休んだことがなかったという中城さん。育児と仕事の両立支援は充実しているが、独身の中城さんには恩恵がなく「理不尽さを感じることもあった」。だが新たな休暇制度を契機に「個人の事情で休んだしわ寄せが誰かにいくのはお互いさま」と考えられるようになったそうだ。
　Ｗｅｂコンテンツ制作のミツエーリンクス（東京・新宿）は四年に一度、入社時期により最長一カ月までの「ステップアップ休暇制度」を二〇〇〇年から導入している。ワーク・ライフ・バランスを念頭に置いたという。独身の多い同社では「休暇制度に興味を持って応募してくる人材も多い」と取締役の野中太郎さん。制度が浸透した結果、約二〇％だった離職率が五％程度に下がったそうだ。
　少子化の流れを受け、育児と仕事の両立支援策は花盛り。一方、総務省の〇六年調査によると、三十代のフルタイム労働者の五人に一人が週六十時間以上働くなど、長時間労働は深刻。特にシングルは仕事と私生活を両立しにくいのが現状だ。内閣府の〇六年調査でも独身女性の四割が「プライベートな時間優先」を希望しながら、現実には「仕事優先」となっている。
　「両立を支援してもらえるのは子持ちの女性だけ」。自動車メーカーの人事部に勤める三十代シングルのＡ子さんは嘆く。両立支援制度を作る仕事に携わるが、自分自身は毎日深夜まで残業。育休中の同僚の仕事も加わり、休日出勤も増えた。「たまの休みは一日寝て終わる」
　休暇で報いる代わりに働き方を変えて、仕事と生活を調和できないか――。日本ヒューレット・パッカード（ＨＰ）は今秋から、育児・介護の対象者に限っていた在宅勤務制度を全社員に広げる。
　試験導入の現在、シングルの社員も制度を活用している。「『通勤に使っていた時間を自己啓発の勉強に使える』など好反応」と人事企画部の松村安名さんは話す。三菱ＵＦＪ信託銀行も、一月から本人裁量型の時差勤務制度などを含む支援策「ワークライフバランス１０」を導入した。
◎－－－－◎
　「会社にいる」というプロセス重視の旧来の働き方と異なり、在宅勤務など個人の自主性や自立に任せた働き方は、際限なく働いてしまう危険性も秘めている。家族など周囲の目がないシングルはなおさらだ。
　東京都内の出版社に勤めるＢ子さんは昨年、在宅勤務を利用したが、独身という気安さから、深夜まで取引先と電話でやりとりするなど仕事と私生活の境目がなくなってしまった。今は会社にいる時間内で仕事を終えるよう優先順位をつけて働いているという。
　〇一年から他社に先駆けて全社員に在宅勤務制度を導入する日本ＩＢＭ。同社の労務担当者は「自己管理ができない社員に対しては、在宅勤務を認めないという考え方もある」とし、企業の支援と合わせて社員の自己管理が必要であることを強調している。
働く側も意識改革を
　ワーク・ライフ・コンサルタントとして講演などを行うパク・ジョアン・スックチャさんの話　ワーク・ライフ・バランスというと「女性のための仕事と家庭の両立支援」と思われがちだが、そうではない。「仕事以外に個々人がやるべきことをできる」環境づくりのことだ。
　働きながら両立する必要があるのは家庭だけではない。キャリアアップを目指す独身女性が仕事と勉強を両立するのも、運動不足やストレスに悩む男性が仕事と健康を両立するのも同様といえる。
　この働き方を根付かせるためには、働く人それぞれの意識改革も必要。まず自分自身の「やるべきこと」を考え、目標設定をする。そのうえで生活および仕事の時間の見直しをして、目標の実現のために充てる時間を作り出してほしい。

「外資は？」という問いかけは女子学生が本気かどうかの試金石かもしれません。
キャドバリー・ジャパン社長井上ゆかり氏（キャリアの軌跡）

	2007/02/05, 日本経済新聞　夕刊, 11ページ, 有, 1383文字


仕事は選ばず、外資に挑む
　毎日、社員の表情を見ながら社内を歩き回るという。時には「ありがとう」などと感謝やねぎらいの言葉も。初めは驚く社員も少なくなかったが、今では見慣れた風景。
　プロクター・アンド・ギャンブル（Ｐ＆Ｇ）の日本法人を出発点に、トントン拍子でつかんだガム・キャンデー・チョコ世界最大手の要職。社長業のイメージは船長。乗船する仲間にかじ取りとして安心感を与え、目的地に必ずたどり着くことが仕事だ。必要なのは船に対する愛情だという。
　原点は大学の恩師の経済学者、故蝋山昌一氏の一言。国内銀行に就職したいと伝えると「外資にしろ」。当時の日本の金融界は女性登用の歩みが遅かった。仕事を選ばず、働けるチャンスに挑め――。恩師の教えに従いＰ＆Ｇに入社した時から、仕事への姿勢は変わらない。
　自他共に認めるブランド戦略のプロ。最初に任されたのは九割あったシェアが激減した紙おむつなど、どん底のブランドばかりだった。「しかしどんな状況でも目標を達成する」。売り上げアップに品質の向上。「終電以前に帰った記憶がない」という猛烈ぶりで、入社四年でブランドの責任者に昇格。以来、順調にキャリアを積み上げてきた。
　一九九五年、米Ｐ＆Ｇに移り、ディレクターになったころ。部下は経営学修士（ＭＢＡ）取得者などの猛者ぞろい。「英語の発音が理解できない」などと言われ、悲哀を味わった。しかし、めげない。ある上司に統率術の助言を受けながら、猛者がそろうチームをまとめ上げたことが、経営者としての基礎だという。
　米国流のノウハウに深みを加えたのは転職した総合酒類メーカー、ＭＨＤディアジオ・モエ・ヘネシーでの経験。プロセスを重視する米国と違い、ヘネシーの欧州流経営は商品の美意識に重きを置く。「モノ作りに時間はかかるけれど結果は同じ。経営は本当におもしろい」
　男女の差は感じたことはないという。「周りが男ばかりで、私の方が自分を女と感じなくなったかも」。まだ独身で、悔いもある。子育てだ。母親は子どものそばにいるものと教えられた。だが米国で出会った同僚女性は、みな育児を両立。「もう一回、人生があればね」と苦笑する。
　社長就任から一年が過ぎ、広報の新設など独自色を打ち出し始めた。ガムの「クロレッツ」など人気商品はあっても会社の知名度はいまひとつ。「まずは消費者の信頼を得ることから」と話す。「会社には香りがある」という。経営者としてどんな香りを醸し出すのか。まだ四十四歳。熟成する時間は十分ある。
ほっと一息
　趣味は海外旅行。訪問した国の数が、常に自分の年齢より多くなることを目標にしているという。昨年はゴールデンウイークにミャンマーに行った。「今年の夏休みはロシアか、ペルーかな」と思いを巡らす。
　多忙ゆえ休みが取れない可能性もあるが、備えはしている。現在の訪問国数は四十五カ国と、年齢より一つ多い。来年までは大丈夫と笑う。
　もっとも、気軽に行ける旅行先はほとんど足を運んでしまった。人生八十年、いつまで続けられるかと水を向けると「五十歳で五十カ国を達成して、パーティーを開く」と一言。掲げた目標は絶対達成する。その信条は趣味の世界でも譲れないらしい。

働き方が変わると資産運用の態度はどう変わるのでしょうか．

女性のためのマネーコンシェルジュ（インフォメーション）

	2007/02/07, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 169文字


　◇女性のためのマネーコンシェルジュ　７日、１４日、２１日の午後６時半―７時半、ちばぎんコンサルティング・プラザ（ＪＲ千葉駅下車）で。女性が資産運用についてお茶を飲みながらリラックスして学べるセミナー。全六回で、二月は初級編、三月は上級編。

団塊世代（シニア）と金融
団塊・高齢者に照準―八十二銀、抽選で旅行・商品券、退職者向けキャンペーン。

	2007/02/01, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 241文字


　【長野】八十二銀行は二月一日から、退職者向けにプレゼントキャンペーンを実施する。退職金を受け取って六カ月以内の顧客を対象に、退職金の振込指定や投資信託を購入した場合に抽選券を渡し、旅行券や商品券をプレゼントする。団塊世代の退職金運用の受け皿として認知度を高める。
　保険設計書の作成依頼をしたり、定期預金などの契約額が百万円に達するごとに抽選券が一枚もらえる。応募者から旅行券七万円分を二十人、五万円分を四十人、商品券一万円分を百人に提供。当選者には担当者がプレゼントを直接届ける。

団塊・高齢者に照準――地銀、預金獲得競争が激化、四国の地銀、金利優遇の定期。

	2007/02/01, 日経金融新聞, 4ページ, 有, 975文字


　地方銀行など各地の金融機関が定期預金の獲得を競い始めた。団塊の世代が二〇〇七年から定年退職期を迎えるのに伴い、退職金の入金口座の開設をきっかけにして投資信託などの販売につなげるのが狙いだ。金利上乗せで高齢者に年金受け取り口座の開設を訴える作戦も目立つ。利上げ観測がくすぶる中で、比較的低利の資金を確保しておく目的もある。
　【高松】四国の地銀が金利の引き上げや優遇で定期預金の獲得に力を入れている。四国の銀行の定期性預金残高は二〇〇二年一月から前年同月比で減っていたが、〇六年十二月は増加に転じた。企業向け貸し出しの増加に対応する側面が大きいが、利上げ観測が出るなかで低利の資金を確保しておく狙いもある。
　百十四銀行は四国四県と岡山県に在住する個人に限定した退職金運用プランの取り扱いを二月一日から始める。運用は定期預金、投資信託、両者の組み合わせから選ぶ。金額は三百万円以上で定期には優遇金利を適用。地元優遇を打ち出すことで優良な個人資産を取り込み、預金やサービス収入の増加につなげる。
　名称は「１１４ゴールドバリュープラン」。官公庁や企業を退職し、三百万円以上の退職金を受け取る個人が対象。定期の金利は店頭金利に〇・三％（六カ月物は〇・五％）上乗せする。投信はギフト券や宝くじのプレゼントが付き、購入額が大きいほど増える。
　伊予銀行は昨年十一月中旬に創立六十五周年を記念した定期預金「いよの夢」の取り扱いを始めた。預入期間一年で金利は〇・六五％。予定した四百億円は月内に完売した。一月二十九日時点の一年定期の金利（三百万円未満）は全国平均で〇・二六％程度。より高い金利を求めて、普通預金などから資金を移す流れが四国でも鮮明だ。
　競争激化で貸出金利の引き上げが難しいなか、定期預金の金利上乗せは負担になりそうだが、「同じ額を市場で調達するより低コストでメリットはある」（個人営業部）という。二十二日からは、積み立て開始時から金利を上乗せする珍しい教育積立預金を始めた。
　高知銀行は懸賞金（二万円）の抽選の権利が付いた定期預金を十一月に始めた。ユニークな手法が受け、一月二十四日までに百二十一億円を集めた。香川銀行はＡＴＭか電話で定期預金を預け入れる場合の金利上乗せを昨年十二月から今年一月末まで実施し、「思っていた以上に好評」（総合企画部）という。

団塊・高齢者に照準―第四銀、大光銀、金利上乗せ商品拡充。

	2007/02/01, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 479文字


　新潟県内の金融機関が退職金や年金の運用需要を取り込もうと、金利を上乗せした定期預金を拡充している。第四銀行は二月から、退職金を預け入れた場合、三カ月定期で年利換算二・〇％分の金利を通常利率に上乗せする。大光銀行も年金を同行の口座で受け取る場合、一年定期で〇・一―〇・二％を上乗せする預金を二月から取り扱う。
　第四銀が取り扱うのは「ワンダフルライフ応援定期預金」で、預入金額三百万円以上が条件。
　大光銀の「たいこうゴールドライフサポートプラン」は三種類用意した。五十五歳以上で大光銀で年金の受け取りを予約した場合は、一年定期預金（五百万円以内）の金利を〇・一％上げる。すでに年金を大光銀で受け取っている預金者や、新たに年金の振込指定契約をした顧客には同様に〇・一五％、五百万円以上一千万円未満は〇・二％それぞれ上乗せする。新規預金者だけでなく、既存の預金者にも適用するのが特徴だ。
　低金利が続くなか、リスクはあっても運用益が期待できる投資信託や外貨預金などに預金が流出しており、各金融機関は安定的な資金調達のためシニア世代の預金獲得に力を入れている。（

広島銀、企業を対象に、介護支援融資を創設。

	2007/02/01, 日本経済新聞　地方経済面 (広島), 23ページ, 　, 301文字


　広島銀行は三十一日、高齢者の介護や生活支援に取り組む企業を対象に金利を優遇する融資制度を創設したと発表した。通常融資よりも利率を最大で〇・三％低くする。高齢化社会を迎えて、資金需要の強い介護関連事業を金融面から支援する狙い。
　融資対象は介護保険やデイケア施設などの建設や改修など。福祉用具や生活便利品の製造、販売も対象とする。融資金額の上限は運転資金で一億円、設備資金で十億円。期間は運転資金で七年以内、設備資金で十年以内とする。
　第一号案件として高齢者向け靴下を製造しているコーポレーションパールスター（広島県東広島市）に、一千万円を融資した。滑りにくい靴下など高齢者向け製品の製造に充てる計画だ。

教師がどう対応したらよいのか，ノーハウが問題のようです。

山岡金属工業社長山岡俊夫氏――年寄りこそ大学へ（エコー）

	2007/02/02, 日本経済新聞　地方経済面 (兵庫), 46ページ, 　, 278文字


　▽…「定年退職者が経験を学問と結びつけ、後世に伝えることが日本を活性化する」。山岡金属工業（大阪府守口市）の山岡俊夫社長は「新・学問のすすめ」と称し、「年寄りこそ大学へ」と持論を説く。六十八歳で大阪経済大学の大学院へ入学し、家に帰っては論文を書く日々だ。
　▽…少子化で大学は「全入時代」を迎えるが「高齢者が大学に戻れば、生徒不足も解消する」と、大学側の利点も強調する。自身は三月には修士課程を修了し、博士号取得を目指す。ただ、厳格な日本の学位授与の現状には「年寄りを大学へ向かわせるには、目標となる博士号の門戸をもっと開く必要がある」と注文を付けていた。

団塊アンケート―６０歳以降の人生どう過ごす？（サラリーマン２００７）

	2007/02/05, 日本経済新聞　朝刊, 38ページ, 有, 724文字


　今年から続々と定年を迎える団塊の世代は、六十歳以降の人生をどのように過ごそうとしているのか――。日本経済新聞社は団塊を中心に各世代へのアンケート調査を実施し、意識を探った。団塊世代の男性サラリーマンの七割が六十歳以降も働きたいと考え、六割が地域社会での活動にも取り組みたいと回答、仕事や地域活動に積極的な姿が浮かび上がった。詳細は「仕事編」「生活編」などに分けて引き続き掲載する。
　「六十歳を過ぎてからも働きたいと思いますか」との質問に対し、「働きたい」と回答した団塊世代の男性サラリーマンは六九・五％だった。
　働きたい理由についての質問（複数回答）では「日々の生活費を得るため」（七一・六％）がトップ。以下「体や頭をなまらせないため」（五八・〇％）、「社会とかかわりをもっていたいから」（四二・一％）、「趣味や娯楽などにあてる資金を得るため」（四〇・五％）、「生きがいをもつため」（四〇・二％）と続いた。
　六十歳以降も活動意欲が旺盛な団塊世代の男性サラリーマン。自分たちは会社人間だったと思うかについて、五一・三％が「そう思う」と回答し、「そうは思わない」と答えた四二・五％をやや上回った。「そう思う」と答えた回答者のうち、「会社人間だったことに納得している」は七五・八％、「今の勤め先に愛着がある」も六三・二％と過半数を占めた。
　どのような点を重視して六十歳以降の仕事を選ぼうとしているのか。質問（複数回答）の結果は「これまでの経験を生かした仕事であること」が八〇・六％でトップ。以下「勤務日数や勤務時間に融通性があること」（七七・〇％）、「収入の良い仕事であること」（六六・四％）、「社会に貢献できる仕事であること」（六四・九％）と続いた。

団塊世代、９割「日本発展に貢献」、４０歳以下も８割評価（サラリーマン２００７）

	2007/02/05, 日本経済新聞　朝刊, 38ページ, 　, 400文字


　団塊の世代の自己評価と、四十歳以下の世代からの評価も比較した。
　「団塊の世代が日本社会の発展に貢献したか」については、団塊の世代の男性サラリーマンの九〇・九％、四十歳以下の男性サラリーマンの八三・七％が「貢献してきたと思う」と答えた。
　「団塊の世代が社会や企業の第一線から退くのを残念だと思いますか」との質問に、「そう思う」と答えたのは、団塊男性のうち五二・六％、四十歳以下男性のうち四四・九％だった。
　団塊の世代の大量退職による影響についての質問（複数回答）には、団塊男性の四一・二％が「社員を十分に指導できる人材が不足する」と懸念。「会社の業務や技術の水準が全体的に低下する」とした回答も三四・一％あった。
　四十歳以下の男性も「人材不足」を二一・七％が、「業務・技術水準の低下」を二五・二％が懸念するが、「若年層の裁量範囲が広がり企業に活気が出る」（三一・三％）と肯定的にとらえる回答もあった。

大切にしたい時間、意識の差（サラリーマン２００７）

	2007/02/05, 日本経済新聞　朝刊, 38ページ, 　, 395文字


　六十歳以降の地域社会での活動については、団塊の世代の男性は六〇・〇％が「取り組みたい」と積極的な姿勢。一方、非営利組織（ＮＰＯ）やボランティアの活動について「取り組みたい」と回答したのは四九・三％で、地域社会での活動よりやや低かった。
　夫が団塊の世代である夫婦の関係についても尋ねた。夫は五三・五％が六十歳以降、「家庭や夫婦で過ごす時間を大切にしたい」と考えており、「個人の時間を大事にしたい」の三五・七％を上回った。
　一方、団塊世代の夫を持つ妻の場合、「家庭や夫婦の時間」を挙げた回答が三九・四％と「個人の時間」の四七・四％を下回り、夫婦間で微妙な意識差がうかがえる。
　離婚について「真剣に考えたことがある」と答えたのは団塊の世代の夫が二三・九％に対し、団塊の世代の夫を持つ妻は四〇・五％。ただし、今後離婚する可能性については「ない」とする回答が夫で九五・〇％、妻で九〇・五％に達した。

向上心の表れ、社会貢献に不安、専門能力に期待（サラリーマン２００７）

	2007/02/05, 日本経済新聞　朝刊, 38ページ, 有, 456文字


　団塊の世代の漫画家・弘兼憲史氏　調査で浮かびあがった団塊の世代像は同じ世代として納得がいく。六十歳を過ぎても働き続けたい人が多いのは団塊の世代の向上心や社会貢献意識の表れだ。ただ、仕事ばかりだったわけではなく、新しい流行や文化も生みだした。四割が自分を「会社人間」と思わないのは、そうした意識の反映だ。
　さわやか福祉財団理事長・堀田力氏　調査から団塊の世代にＮＰＯ・ボランティアなどへの参加意欲があることは分かる。しかし、これまで私が社会貢献活動を呼び掛けても、なかなか参加してくれなかった。本当に六十歳以降、活動に加わってくれるのか心配だ。活動に参加した団塊に謝礼を出す制度などを考えていく必要がある。
　慶応大教授・清家篤氏　少子高齢化で労働力が減るので、団塊が六十歳以降も働きたいというのは歓迎すべきだ。今後、社会は団塊に管理職としての能力ではなく、長年培った専門能力を期待している。組織や肩書に依存したサラリーマンという意味での「会社人間」ではなく、仕事内容でアピールできる「仕事人間」になる必要がある。
団塊アンケート、仕事編―希望実現が難しい人も（サラリーマン２００７）

	2007/02/06, , 日本経済新聞　朝刊, 38ページ, 有, 679文字


　六十歳を過ぎても働く意欲が旺盛な団塊の世代のサラリーマン。ただ、今回の調査からは、希望通りにいく見通しが立っているわけではなさそうな状況がうかがえる。
　六十歳を過ぎてから働きたいかたちとして、団塊世代の男性サラリーマンの回答のトップは「今の勤め先で仕事を続けたい」（五二・三％）だった。以下、「今とは別の勤め先で」（二一・九％）、「経験や資格を生かして、個人で」（一〇・一％）、「独立して会社やお店をおこしたい（起業）」（七・六％）、「パートやアルバイトで」（七・四％）と続いた。
　では希望は実現するのか。回答を分析すると、「今の勤め先」と答えた団塊の四八・〇％が「希望のかたちで働けるめどがたっている」と回答した。そのほかで実現しそうなのは、「起業」希望の三二・二％、「個人で仕事」希望の三一・七％、「今とは別の勤め先」希望の一四・七％、「パートやアルバイト」希望の七・二％だった。
　こうした中、団塊の世代の男性からは、今後の準備として「資格の取得」「健康管理」「人脈づくり」を進めているとの回答が目立った。一方で、「準備しようと思いつつ、具体的に進まない」などの声もあった。
　それでは、従業員が六十五歳になるまで働ける環境づくりを企業に義務づけた改正高年齢者雇用安定法は、団塊の世代に役立つのか。「定年を迎えた人を雇用し続ける勤務延長」を導入した企業に勤める団塊の男性は六九・三％が「効果がある」と評価。「定年の引き上げ」の場合は六七・二％、「定年廃止」の場合は六四・八％、「定年退職をした人を雇う再雇用」の場合は五八・九％が「効果がある」と回答した。

団塊アンケート――６０歳以降の人生どう過ごす？（サラリーマン２００７）

	2007/02/05, , 日本経済新聞　朝刊, 38ページ, 有, 2142文字


仕事も地域活動も
「経験生かし社会貢献」
　今年から続々と定年を迎える団塊の世代は、六十歳以降の人生をどのように過ごそうとしているのか――。日本経済新聞社は団塊を中心に各世代へのアンケート調査を実施し、意識を探った。団塊世代の男性サラリーマンの七割が六十歳以降も働きたいと考え、六割が地域社会での活動にも取り組みたいと回答、仕事や地域活動に積極的な姿が浮かび上がった。詳細は「仕事編」「生活編」などに分けて引き続き掲載する。
　「六十歳を過ぎてからも働きたいと思いますか」との質問に対し、「働きたい」と回答した団塊世代の男性サラリーマンは六九・五％だった。
　働きたい理由についての質問（複数回答）では「日々の生活費を得るため」（七一・六％）がトップ。以下「体や頭をなまらせないため」（五八・〇％）、「社会とかかわりをもっていたいから」（四二・一％）、「趣味や娯楽などにあてる資金を得るため」（四〇・五％）、「生きがいをもつため」（四〇・二％）と続いた。
　六十歳以降も活動意欲が旺盛な団塊世代の男性サラリーマン。自分たちは会社人間だったと思うかについて、五一・三％が「そう思う」と回答し、「そうは思わない」と答えた四二・五％をやや上回った。「そう思う」と答えた回答者のうち、「会社人間だったことに納得している」は七五・八％、「今の勤め先に愛着がある」も六三・二％と過半数を占めた。
　どのような点を重視して六十歳以降の仕事を選ぼうとしているのか。質問（複数回答）の結果は「これまでの経験を生かした仕事であること」が八〇・六％でトップ。以下「勤務日数や勤務時間に融通性があること」（七七・〇％）、「収入の良い仕事であること」（六六・四％）、「社会に貢献できる仕事であること」（六四・九％）と続いた。
団塊世代、９割「日本発展に貢献」
４０歳以下も８割評価
　団塊の世代の自己評価と、四十歳以下の世代からの評価も比較した。
　「団塊の世代が日本社会の発展に貢献したか」については、団塊の世代の男性サラリーマンの九〇・九％、四十歳以下の男性サラリーマンの八三・七％が「貢献してきたと思う」と答えた。
　「団塊の世代が社会や企業の第一線から退くのを残念だと思いますか」との質問に、「そう思う」と答えたのは、団塊男性のうち五二・六％、四十歳以下男性のうち四四・九％だった。
　団塊の世代の大量退職による影響についての質問（複数回答）には、団塊男性の四一・二％が「社員を十分に指導できる人材が不足する」と懸念。「会社の業務や技術の水準が全体的に低下する」とした回答も三四・一％あった。
　四十歳以下の男性も「人材不足」を二一・七％が、「業務・技術水準の低下」を二五・二％が懸念するが、「若年層の裁量範囲が広がり企業に活気が出る」（三一・三％）と肯定的にとらえる回答もあった。
大切にしたい時間、意識の差
「夫婦で家庭で」夫５３％妻は３９％
　六十歳以降の地域社会での活動については、団塊の世代の男性は六〇・〇％が「取り組みたい」と積極的な姿勢。一方、非営利組織（ＮＰＯ）やボランティアの活動について「取り組みたい」と回答したのは四九・三％で、地域社会での活動よりやや低かった。
　夫が団塊の世代である夫婦の関係についても尋ねた。夫は五三・五％が六十歳以降、「家庭や夫婦で過ごす時間を大切にしたい」と考えており、「個人の時間を大事にしたい」の三五・七％を上回った。
　一方、団塊世代の夫を持つ妻の場合、「家庭や夫婦の時間」を挙げた回答が三九・四％と「個人の時間」の四七・四％を下回り、夫婦間で微妙な意識差がうかがえる。
　離婚について「真剣に考えたことがある」と答えたのは団塊の世代の夫が二三・九％に対し、団塊の世代の夫を持つ妻は四〇・五％。ただし、今後離婚する可能性については「ない」とする回答が夫で九五・〇％、妻で九〇・五％に達した。
　調査の概要　調査は日経リサーチの協力を得て昨年１２月、全国の２０―６０代の男女１万４４人を対象にインターネットで行った。有効回答は４１３１人。
専門能力に期待
　慶応大教授・清家篤氏　少子高齢化で労働力が減るので、団塊が六十歳以降も働きたいというのは歓迎すべきだ。今後、社会は団塊に管理職としての能力ではなく、長年培った専門能力を期待している。組織や肩書に依存したサラリーマンという意味での「会社人間」ではなく、仕事内容でアピールできる「仕事人間」になる必要がある。
向上心の表れ
　団塊の世代の漫画家・弘兼憲史氏　調査で浮かびあがった団塊の世代像は同じ世代として納得がいく。六十歳を過ぎても働き続けたい人が多いのは団塊の世代の向上心や社会貢献意識の表れだ。ただ、仕事ばかりだったわけではなく、新しい流行や文化も生みだした。四割が自分を「会社人間」と思わないのは、そうした意識の反映だ。
社会貢献に不安
　さわやか福祉財団理事長・堀田力氏　調査から団塊の世代にＮＰＯ・ボランティアなどへの参加意欲があることは分かる。しかし、これまで私が社会貢献活動を呼び掛けても、なかなか参加してくれなかった。本当に六十歳以降、活動に加わってくれるのか心配だ。活動に参加した団塊に謝礼を出す制度などを考えていく必要がある。

団塊世代向け変額年金販売（金融フラッシュ）

	2007/02/06, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 167文字


　新生銀行は十三日からアクサ生命保険の団塊世代向け変額個人年金保険を販売する。購入できるのは五十五歳から七十五歳まで。受取総額を保証したのが特徴で、定年退職を迎える団塊世代の資産運用ニーズに応える。
　最低保険金は二百万円。運用期間は一年から三十五年まで設定できる。運用実績にかかわらず、元本を毎年二％ずつ増やした金額が最低保証される。
団塊アンケート、仕事編―希望実現が難しい人も（サラリーマン２００７）

	2007/02/06, 日本経済新聞　朝刊, 38ページ, 有, 679文字


　六十歳を過ぎても働く意欲が旺盛な団塊の世代のサラリーマン。ただ、今回の調査からは、希望通りにいく見通しが立っているわけではなさそうな状況がうかがえる。
　六十歳を過ぎてから働きたいかたちとして、団塊世代の男性サラリーマンの回答のトップは「今の勤め先で仕事を続けたい」（五二・三％）だった。以下、「今とは別の勤め先で」（二一・九％）、「経験や資格を生かして、個人で」（一〇・一％）、「独立して会社やお店をおこしたい（起業）」（七・六％）、「パートやアルバイトで」（七・四％）と続いた。
　では希望は実現するのか。回答を分析すると、「今の勤め先」と答えた団塊の四八・〇％が「希望のかたちで働けるめどがたっている」と回答した。そのほかで実現しそうなのは、「起業」希望の三二・二％、「個人で仕事」希望の三一・七％、「今とは別の勤め先」希望の一四・七％、「パートやアルバイト」希望の七・二％だった。
　こうした中、団塊の世代の男性からは、今後の準備として「資格の取得」「健康管理」「人脈づくり」を進めているとの回答が目立った。一方で、「準備しようと思いつつ、具体的に進まない」などの声もあった。
　それでは、従業員が六十五歳になるまで働ける環境づくりを企業に義務づけた改正高年齢者雇用安定法は、団塊の世代に役立つのか。「定年を迎えた人を雇用し続ける勤務延長」を導入した企業に勤める団塊の男性は六九・三％が「効果がある」と評価。「定年の引き上げ」の場合は六七・二％、「定年廃止」の場合は六四・八％、「定年退職をした人を雇う再雇用」の場合は五八・九％が「効果がある」と回答した。

団塊アンケート、生活編――地域活動意欲、準備は不足（サラリーマン２００７）

	2007/02/07, 日本経済新聞　朝刊, 38ページ, 有, 687文字


　団塊の世代の男性サラリーマンが、六十歳以降の生活で意欲を燃やす地域社会の活動やボランティア。調査では準備不足なうえ参加に不安を抱く人もいることが分かった。
　団塊の男性が参加したい地域社会の活動について尋ねると（複数回答）、トップは「趣味やスポーツなどのサークル活動」（四八・七％）だった。以下「地域での交流を広げる行事への参加」（三七・三％）、「自治会や町内会の活動」（三三・八％）と続いた。取り組みたいボランティア・非営利組織（ＮＰＯ）活動（複数回答）では「環境保護活動」（四五・八％）、「まちづくりの活動」（四一・二％）、「防災や防犯活動」（二六・九％）の順だった。
　参加意欲は高い半面、活動への準備状況はやや心もとない。地域社会での活動に積極的な回答者のうち、「準備していない」と答えた団塊の男性は六八・九％に上った。ボランティア・ＮＰＯ活動に積極的な回答者のうち、「準備していない」と答えた団塊の男性も七〇・三％だった。
　地域社会での活動に取り組むのに不安や妨げになることについても聞いた（複数回答）ところ、「特に不安や妨げになることはない」（三二・九％）が一位だったものの、以下「参加のきっかけがない」（三〇・二％）、「どんな活動があるのかわからない」（二八・二％）、「これまでに地域との交流が全くなかった」（二八・一％）と続いた。
　ボランティア・ＮＰＯ活動に取り組む際の不安や妨げ（複数回答）では「参加のきっかけがない」（三六・三％）がトップ。二位は「これまで交流のない世界に入る」（二八・六％）、三位は「特に不安や妨げになることはない」（二五・一％）だった。

多様な戦略の組み合わせを考えないと差別化できませんが，報道されている戦略はすぐに模倣できるものが多いようです。

団塊マネー取り込みに熱―広島銀、低リスク前面に、きょうから専用投信販売。

	2007/02/07, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 431文字


　地域金融機関の間で団塊世代の退職をにらんだマネー取り込み策が相次いでいる。広島銀行は七日、団塊世代に照準を絞った投資信託の取り扱いを始める。退職金の受け皿として預金金利を優遇する動きも地銀からＪＡバンクなどに広がってきた。大手銀行や証券会社も交えた顧客争奪が激しさを増しそうだ。
　【広島】広島銀行は七日から、退職者などを対象とした投資信託の募集を始める。国内債券や海外債券など債券への投資比率を高めた低リスク商品で、団塊の世代の退職金を取り込む狙い。
　運用会社はフィデリティ投信で、商品名は「フィデリティ・退職設計・ファンド」とする。地方銀行向けなどに新規に設定した。
　資産配分は国内債六割、外債一割で保守的な運用を基本とする。国内株式や海外株、国内外の不動産投資信託などに分散投資する。想定利回りは六％程度を見込む。
　累積投資する一年決算型の投資単位は一万円以上で、二カ月ごとに分配金を受け取る隔月決算型は二十万円以上とする。二つのタイプは自由に転換できる。

団塊マネー取り込みに熱―長野県ＪＡバンク、キャンペーン展開。

	2007/02/07, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 391文字


　【長野】長野県ＪＡバンクは三月一日から、団塊世代を対象にした「金利キャンペーン」を展開する。三百万円以上の定期貯金を新たに申し込んだ顧客を対象に一定の金利を上乗せする。「上乗せ幅は金利動向を見極めながら二月二十日をメドに決める」（ＪＡ統括部）という。
　三百万円以上の定期貯金は通常の場合は一年物で年〇・二五％、三カ月物で年〇・一五％。申し込み時点で年齢が五十五歳以上六十五歳未満の場合には一定の金利幅が上乗せされる。給与所得者の場合は、退職日や退職金の受取額が確認できる資料の提示が必要となる。期間は四月二十七日まで。
　三月一日から九日の間に申し込みや申し込みの予約をした顧客には、特別プレゼントの抽選券も配る。三月二十七日にビッグハット（長野市）で開くフィギュアスケートのエキシビションの観戦券をペアで百五十組三百人にプレゼントする。当選した顧客には取引店の担当者が直接届ける。

団塊マネー取り込みに熱―滋賀銀、定期にすれば金利優遇。

	2007/02/07, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 265文字


　【大津】滋賀銀行は退職金を定期預金にすると金利を上乗せする「しがぎん退職金スペシャル定期預金」の取り扱いを始めた。二〇〇七年から団塊世代の定年退職が始まったのをにらみ、優遇金利で預金獲得を狙う。
　対象は新規の定期預金で、預入額が三百万円以上、三千万円以下。申し込みは退職金の受取日から一年以内に限り、窓口で退職金受取口座の預金通帳の提示が必要。
　利率は預入額が三百万円以上、一千万円未満の場合で一カ月定期が年一・〇％、三カ月定期が年一・五％。預入額が一千万円以上、三千万円以下は一カ月定期が年一・二五％、三カ月定期が年二・〇％。

団塊マネー取り込みに熱―山陰合銀、２―６月退職者、年０．３％上乗せ。

	2007/02/07, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 213文字


　【松江】山陰合同銀行は今年二―六月に退職を迎える人を対象に、定期預金の金利優遇サービスを始めた。スーパー定期や大口定期などの金利を通常より年〇・三％（年金受取口座がある場合は〇・五％）上乗せする。島根、鳥取県内の支店で四月末まで申し込みを受け付ける。
　同行は個人の資産運用の相談業務に特化した専門店舗「ごうぎん資産運用プラザ」を松江市と鳥取市に開設。今年から大量に定年を迎えるごう団塊世代の退職金の取り込みに力を入れている。

イスラム金融
イスラム金融サウジ系銀行、マレーシアで開業。

	2007/02/06, 日本経済新聞　朝刊, 9ページ, 有, 374文字


　【クアラルンプール＝伊東義章】サウジアラビアのイスラム銀行、アルラジヒ・バンクは五日、マレーシア国内で銀行業務を開始した。マレーシアで営業する外資系イスラム金融機関としてはクウェート政府系に次ぐもので、クアラルンプールや近郊に十二店舗を開設した。二〇一〇年までにマレーシア全土に五十支店を展開する計画だ。
　マレーシア政府・中央銀行は、イスラムの教義に従い利子の受け払いを回避するイスラム金融の国際的な拠点づくりを進めている。中東のイスラム金融機関に銀行免許を与えるのもこの一環だ。
　アルラジヒにとってマレーシアは初の海外営業拠点となる。現地法人の資本金は三億リンギ（約百五億円）。
　リテール（小口金融）部門から業務を始め、法人向けや投資商品などに事業を広げる。

１　制度（ルール）と外部環境
１．１　景気などの外部環境
利益ＤＩ、企業、１６年ぶり高水準――北洋・札幌、０７年業況見通し。

	2007/02/06, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 440文字


　北洋銀行と札幌銀行は五日、道内企業の二〇〇七年の業況見通しを発表した。企業の利益動向を示すＤＩ（「増加」と答えた企業の割合から「減少」と答えた企業の割合を引いた値）はマイナス七で、前年実績に比べ一ポイント上昇。一九九一年（プラス一）以来の十六年ぶりの水準。食料品製造業やホテル・旅館が押し上げた。
　製造業はプラス七で同七ポイント改善。水産品や菓子など食料品が観光客向け土産品の好調などで同一六ポイント上昇のプラス二五となった。非製造業は同一ポイント悪化のマイナス一二だったが旅館・ホテルはプラス二三。高級ホテルを中心とした客単価の下げ止まりを見込む。一方、売り上げＤＩは同二ポイント悪化のマイナス五となった。先行きの懸念材料（複数回答）については製造・非製造業とも六割前後の企業が原油価格の動向を挙げた。また金利の先高観から金利動向に注目する企業も四三％に上った。
　両行は「全体の業況見通しは前年に比べ横ばいだが、売り上げと利益は製造業を中心に高水準で推移している」とみている。

道内ＩＴ売上高、５年連続で増加――０５年度、推進協。

	2007/02/06, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 311文字


　北海道ＩＴ推進協会（札幌市、山下司会長）は道内ＩＴ（情報技術）企業の二〇〇五年度動向をまとめた。業界全体の売上高は前年度比二・二％増の三千二百四十三億円。増加は五年連続で過去最高を更新した。
　ただ、売上高の六五％を道内向けが占めた。取引先別では道内外のＩＴ産業が三割を占め、ソフト開発などの下請け比率が高い。景気回復に伴う企業の積極的なシステム投資で増収基調は続くが、さらなる成長には首都圏など道外での営業強化が課題といえそうだ。
　雇用面では六割以上の企業がシステムエンジニアやプログラマーが不足しているとした。
　〇六年度の売上高は二・六％の三千三百二十七億円を見込む。調査は八百四十五社が対象で、回答率は三四％だった。

札幌市、将来の人口試算、「２０２０年２１０万人」見直し。

	2007/02/07, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 1046文字


　札幌市は二〇二五年ころまでの人口推移の試算を三月末をメドにまとめる。年代別の出生数や周辺市町村からの流入を精査する。道内最大都市の札幌も想定以上の速さで少子化が進む。二〇二〇年に二百十万人まで増え続けるとしていた現時点の将来人口の見通しは現実味が薄れている。人口減や高齢化を、より実態に近づけて織り込み、教育や福祉など市政運営や街づくりなどに反映する。
　札幌市はこれまで二十年程度の長期総合計画（長総）を策定する際に、将来の人口推移を推計してきた。長総策定以外での人口推移の試算は異例という。市では二〇〇〇年を起点とする第四次長総で、人口は年平均〇・六―〇・七％の緩やかな増加を続け、二〇年に二百十万人になるとの見通しを立てていた。六十五歳以上が全人口に占める割合の高齢化率は二六％と予測した。
　今回の試算は、少子化が想定以上の速さで進んでいることに対応する。札幌市は一人の女性が生涯に生む子どもの推定数が〇五年時点で〇・九八と、政令指定都市では最も少なかった。
　国立社会保障・人口問題研究所（社人研、東京・千代田）の〇三年末の推計では、札幌市の人口は一五年に百九十三万人弱でピークを迎え、その後減少に転じるとしていた。
　このため長総策定を待たず経済や教育政策の基本データとなる人口予測について速やかな見直しが必要と判断した。
　新たな試算は出生数など自然増加の人数と道内の他の市町村から流入する人数に分けて推計。自然増加分は社人研が〇五年の国勢調査を基に算出した年代別の出生率や死亡率のデータを活用。周辺市町村からの流入分は過去五―十年の実績から改めて推計する。
　市は「（試算は）社人研など他の推計値との違いを分析するため」としているが、庁内ではすでに「ピーク時でも二百万人以下とするなど、人口減少を織り込む可能性もある」との声もある。
　試算結果は市立小中学校の設置など教育政策や介護福祉政策の基本データとなる。早ければ四月の札幌市長選後、新市長の下で作成される三―五年の中期計画に反映し、コンパクトな街づくりに生かす。
　▼将来推計人口　国勢調査などに基づき原則五年に一度、国立社会保障・人口問題研究所が五十年後までの予想をまとめる。昨年十二月に発表された推計人口では近年の離婚や再婚の増加などを新たに計算モデルに反映した。
　一方、札幌市の現時点の推計人口は二〇〇〇年が起点の長期総合計画策定時にまとめられた。九五年の国勢調査に基づくため、その後の急激な人口構造の変化を反映しきれていない。

１．２　制度（ルール）
環境と経済を考える―排出権の世界市場で日本企業の力示せ（社説）

	2007/02/05, 日本経済新聞　朝刊, 2ページ, 　, 1843文字


　実直にひた走るトップランナーのはずが、どこでコースを間違えたのか、気が付けば先頭集団のはるか後方にいる。地球温暖化を巡る国際交渉で、環境先進国・日本の位置取りが、かなり怪しくなってきた。先進国に温暖化ガスの排出削減を義務づけた京都議定書の第一約束期間（二〇〇八―一二年）を迎える直前、その次の枠組みが急浮上してきた。
響き合う米欧の動き
　気象異変が世界各地で頻発し、温暖化防止を巡る協調と対立の図式は様変わりしようとしている。排出削減は国益に反すると、議定書から離脱を宣言していた米国でも、自ら削減義務を負うというこれまでと逆の方向の動きが相次いでいる。
　連邦政府、ブッシュ政権は温暖化という科学的な事実を渋々認めただけで、まだ具体策は示していない。だが、議会、州、そして有力な民間企業は歩調を合わせるように、二〇二〇年までの排出削減目標を掲げて、法と制度の整備に乗り出した。
　これは、欧州連合（ＥＵ）が先ごろ発表した、二〇一三年以降のポスト京都議定書の削減枠組み、二〇二〇年までに一九九〇年比で二〇％削減という目標設定と、極めてよく符合する。この十年間、対立を続けていたように見える米欧が、ここに来て京都議定書の次の枠組み設定に向け、連動しているように映る。
　ＥＵはさらに、二〇五〇年までに先進国が九〇年比で六〇―八〇％排出を減らす中期目標も掲げた。最終的には大気中の温暖化ガスを五五〇ＰＰＭ以下に抑え、産業革命からの気温上昇をセ氏二度以内に抑えるとしている。
　米カリフォルニア州が定めた削減目標は二〇二〇年に九〇年比で±〇％、五〇年に八〇％減だ。上院に提出されている法案や、ゼネラル・エレクトリック（ＧＥ）やデュポンなど有力企業が提案している目標値も二〇年前後に九〇年比±〇％、五〇年には六〇―八〇％減。五五〇ＰＰＭでの安定化もＥＵと共通している。
　両者の顕著な違いは、二〇二〇年に二〇％減らすか、±〇かの一点である。京都議定書を離脱して、排出量を野放図に増やし続けてきた米国が、二〇二〇年に九〇年比二〇％もの削減を達成するのは至難の業だ。しかし、米国がなにがしかの数値目標を掲げて新しい枠組みに参加するなら、ＥＵはその数字の高低にはこだわらず、たとえ±〇％でも枠組み交渉で合意する可能性は高い。
　ポスト京都議定書に向けた戦略で、米欧の共鳴を強く印象づけるもう一つの要因は、キャップ・アンド・トレードと呼ばれる排出権取引の活用である。市場を介して企業に排出削減のインセンティブをもたらす方式として、英国が京都議定書の採択直後から、官民で三年間激論を交わしてつくり上げたシステムだ。それが一昨年にはＥＵ共通の仕組みとなり、米国にも広がりつつある。
　業界団体や事業所ごとに排出の上限（キャップ）を設け、企業努力で過大に達成した分を市場で売れる。シュワルツェネッガー・カリフォルニア州知事は、ＥＵの排出権取引とリンクすることを宣言、米有力企業グループもこの方式を支持している。
　英国発でＥＵ育ちのシステムに米国が乗れば、世界標準となる。私たちはその可能性を指摘し、日本は対応策を準備すべきだと訴えてきた。しかし、排出上限の設定という規制は企業活動の負担になるという反発が産業界の一部に強く、対応策を議論しないまま十年が過ぎた。
技術生かす新制度を
　世界一の省エネ技術とエネルギー効率を誇る日本企業だが、その排出削減努力は自主行動計画の枠内にとどまっている。急拡大する世界的な炭素市場とのつながりは薄く、ルール作りへの発言力も弱い。
　米国不在の京都議定書はいずれ立ち枯れる、その次に数値目標を掲げる枠組みなどできるはずがない――こんな読みが、排出権取引など持続可能な政策の軽視につながったのかもしれない。「不平等条約」「ＥＵの陰謀」など、日本国内で九七年の議定書採択以来続いてきた後ろ向きの議論も、環境価値を組み込んだ新しい経済システムの創出を妨げてきた。失われた十年ではないか。
　国連気候変動枠組み条約のデ・ブア事務局長は、中国やインドなど大量排出を続ける途上国にも排出権市場ができる見通しを示唆した。米国が国際的な枠組みに復帰すれば、世界銀行の融資などを絡めた途上国向けの仕組みが整う可能性は高い。
　気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）が先週発表した第四次報告は、地球温暖化による未来の危機は近づき拡大していると警鐘を鳴らした。持続可能な政策の提案へ、日本もカジを切る時期に来ている。

温暖化ガス排出権、ブラジルから三井住友銀購入―まず本店排出ゼロに。

	2007/02/05, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 　, 183文字


　三井住友銀行は二酸化炭素（ＣＯ２）など温暖化ガスの排出量をゼロにする取り組みを始める。まず日比谷本店（東京・千代田）で発生する温暖化ガスに見合う排出権をブラジルから購入し、計算上の排出量をゼロにする。他の拠点で排出する温暖化ガスについても、排出権を購入して相殺する方針だ。三井住友銀はサトウキビの搾りかすを燃料にするブラジルの発電事業に投資して、排出権を獲得した。

２　地域金融機関

２．１　貨幣取引・資金調達戦略
小田急・東急のカード会員向け、横浜銀がポイント付与。

	2007/02/06, 日経金融新聞, 7ページ, 　, 456文字


　【横浜】横浜銀行は小田急電鉄と東京急行電鉄グループのクレジットカード会員に対し、横浜銀の利用に応じてポイントを付与するサービスを始めた。両電鉄沿線の顧客獲得戦略の一環で、ポイントの原資は横浜銀が負担する。
　小田急の「ＯＰクレジットカード」会員（約三十五万人）には、横浜銀の有人店舗でマイカーや教育など五十万円以上のローンを借り入れたり、小田急沿線の十店舗で普通預金口座の新規開設、五十万円以上の投資信託購入などの際に、金額に応じて五百―千五百ポイント（一ポイントで一円相当）を付与する。会員は小田急百貨店など三百以上の店舗での支払いにポイントを使える。
　東急カード（東京・渋谷）が発行する「ＴＯＰ＆カード」会員（百四十五万人）に対しては、横浜銀の東急田園都市線沿線七支店での口座の開設や投資信託の購入などの場合、東急グループの各店舗で利用できるポイントを同様に付与する。会員は東急百貨店や東急ストアなどグループ四百五十店舗での買い物にポイントを利用できる。
　ローン以外のポイント付与サービスは四月二十七日まで。

やっと本格的になるのでしょうか。

電子マネー、名古屋で陣取り合戦、高層ビル・商店街で激化、複数種類の導入は難しく。

	2007/02/07, 日経金融新聞, 4ページ, 有, 1410文字


　名古屋で電子マネーの陣取り合戦が白熱してきた。名古屋駅周辺ではトヨタ自動車系が「クイックペイ」の普及を推進。「Ｅｄｙ（エディ）」、「ｉＤ（アイディー）」陣営は商店街、「スマートプラス」陣営は高速道路での利用拡大をねらう。高層ビル新設や交通インフラの充実で電子マネーの普及に弾みがつくとみて、各陣営はしのぎを削っている。
　「名古屋駅周辺で一気にクイックペイの存在感を高める」。トヨタファイナンスは高層ビル「ミッドランドスクエア」が三月六日に全面オープンするのを前に、加盟店の獲得に余念がない。
　一月には加盟店開拓の専門部署を新設。営業要員を三十数人と一年前のほぼ倍に増やし、名駅周辺の地下街や商店街を一軒ずつ回っている。トヨタ自動車は営業部門のミッドランドスクエアへの移転を機に、社員にクイックペイの利用を促しており、この地区で優勢になっている。
　名古屋駅近くで一月下旬に開業した高層ビル、名古屋ルーセントタワーでも勢力争いの火花が散る。このビルははもともとＥｄｙ対応。オフィスの入退室をＥｄｙ搭載カードで管理し、約二十の店舗や自動販売機でＥｄｙが使える。
　二月中旬、ここにトヨタファイナンスが入居。同社系が入る三フロア部分の自販機はクイックペイ対応可能にする。コンビニなどのビル内商業施設でもクイックペイを使えるようにしている。
　「前払いのＥｄｙ、後払いのｉＤが使えます」。市内の大須商店街連盟では二〇〇五年のＥｄｙ導入に続き、〇六年秋にｉＤを積極導入する方針を打ち出した。連盟によると現時点で双方とも二百程度の店で使え、なお増加中。
　Ｅｄｙは栄、藤が丘の商店街でも利用できるようにしており、「生活密着感を強めたい」（運営会社のビットワレット）。ｉＤは栄の百貨店、丸栄など地元店舗も開拓している。
　交通インフラでも電子マネーの導入が進む。スマートプラスを運営するＵＦＪニコスは中日本高速道路と提携しカードを発行。スマートプラスで決済できるＳＡ店舗を増やしていく。中部国際空港ではＥｄｙの利用可能店舗が目立つ。
　ＪＲ東海は乗車券機能に限定した「ＴＯＩＣＡ（トイカ）」サービスを昨年十一月下旬に始め、昨年末時点の発行枚数は約十二万枚。ＪＲ東日本のスイカ、ＪＲ西日本のイコカが切符以外の物販購入にも使えるのに対し、トイカは乗車券機能に絞る。
　電子マネー運営各社は「共存共栄で新市場を広げていきたい」と異口同音に語る。ただ店舗側は端末設置場所の確保などの問題から複数種類の電子マネー対応を敬遠する傾向がある。営業現場は息の抜けない日々が続く。
　▼電子マネー　貨幣価値の交換、決済を電子上で実施するシステムの総称。主に非接触のＩＣカード型が普及している。事前に現金を払って使う「前払い」と、銀行口座などと連動してお金を引き落とす「後払い」の方式がある。後払い方式は基本的に、初期段階で審査が必要になる。
　クレジットカード会社や鉄道会社などの市場参入が相次いでいる。導入店舗から一定割合の手数料を確保する狙い。規格が多様化しているため、利用端末の統合が課題となっている。
　シーメディア（東京）の「電子決済総覧２００６」では、二〇一〇年度の電子マネー（事前払いカードを含む）の市場規模が、〇五年度より六割多い五兆五千七百億円になると試算している。

２．２　中小企業金融
２．２．１　需要と供給
２．２．２　金利戦略
仕入れ費用の販売価格への転嫁、昨年の指数最低に、４ポイント下落。

	2007/02/06, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 　, 436文字


　日銀によると製造業が仕入れ価格をどれだけ販売価格に転嫁できたかを示す交易条件指数（二〇〇〇年＝一〇〇）が〇六年は八九・五と過去最低だった。前年比の下落幅は四ポイントと過去最大。原油や金属の市況高騰を受けて原材料などの調達コストが上昇したが、競争激化を背景に価格転嫁が進めにくい状況だったことが浮き彫りになった。
　交易条件指数は製品価格の動きを示す「産出物価指数」を、原材料などの仕入れ価格を示す「投入物価指数」で割って算出する。指数が小さいほど製造業が原材料費を価格転嫁しにくい状況を示しており、収益環境は悪くなるとされる。
　それでも〇六年度も企業収益は増加基調を保つ見通しだ。企業が人件費など固定費の削減を進めたほか、世界経済の拡大を背景に販売数量の増加などによって交易条件の悪化を補った構図が見て取れる。
　原油価格の上昇一服などもあって、昨秋以降は交易条件の悪化に歯止めがかかる兆しも見え始めた。外国為替市場では一段と円安が進み、輸出企業の収益環境は良くなっている。

２．２．４　信用リスク戦略
横浜銀、マグロ担保に融資枠、水産業者に５億円。

	2007/02/01, 日経金融新聞, 4ページ, 有, 482文字


　【横浜】横浜銀行は三十一日、水産卸の丸文水産加工（神奈川県三浦市、大岩克巳社長）に対し、在庫の冷凍マグロを担保にして五億円の融資枠を設定したと発表した。動産登記制度を活用した「流動資産担保融資（ＡＢＬ）」の手法を使う。新たな融資手法の活用で中小企業向け融資の強化を目指す。
　横浜銀行が動産担保融資を扱うのは初めて。担保にしたのは、丸文水産が在庫として保有する冷凍のメバチマグロ約一万五千本。丸文水産は融資をマグロの買い付け代金に充てる。
　融資の仕組みはまず、丸文水産と契約を結ぶ倉庫会社が一カ月ごとに在庫証明書を発行。横浜銀行は証明書を基に数量や重量など在庫状況を把握する。在庫の情報と公設市場が公表する入札平均額を参考に、翌月の融資実行額を算出する。
　動産担保融資では在庫などを担保に使えるため、不動産など旧来型の担保に乏しく、融資を受けにくかった農林水産分野の企業に利用が広がっている。金融機関としては、融資手法の多様化でリスクを分散できるほか、担保にした在庫の動きをみることで企業の経営状況も把握しやすくなる。

商工中金と山陰合銀、ベニズワイガニ担保に資金融資、境港の加工業者に１億円。

	2007/02/01, 日本経済新聞　地方経済面 (広島), 23ページ, 　, 376文字


　商工組合中央金庫米子支店（鳥取県米子市）は三十一日、山陰合同銀行とともに、境港のベニズワイガニ加工業者にベニズワイガニを担保として計一億円を融資する契約を結んだと発表した。ベニズワイガニの在庫から売掛金などを一体的な担保として設定する商工中金独自の融資スキームを適用した。同スキームによる融資は山陰で初めて。
　融資先はベニズワイガニを使ってカニつめフライなどを製造する北陽冷蔵（境港市、足立八郎社長）。
　融資期間は一年で、商工中金と山陰合銀がそれぞれ五千万円を融資する。北陽冷蔵は運転資金に充てる。
　担保にするのは、ベニズワイガニの在庫が加工品となって販売され、売掛金を回収して流動預金として口座管理されるまでの一連の「事業のライフサイクル」。商工中金は「カニ相場の変動に迅速、安定的に対応でき、運転資金の新たな調達手段として活用できる」としている。

協調融資最高に、昨年、２６兆８５００億円。

	2007/02/05, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 　, 337文字


　複数の金融機関が組んで、企業に融資する協調融資（シンジケートローン）が増えている。日銀によると二〇〇六年は前年比五％増の二十六兆八千五百五十九億円となり、過去最高を更新した。企業買収など大型案件に加え小口の利用も活発になっている。
　協調融資は銀行が貸し倒れリスクを分散でき、企業は多くの金融機関と取引できる。日銀の統計によると、〇六年の組成件数は三千百八十一件。〇六年末の残高は四十三兆三千億円で、〇五年末に比べて二六％増えた。
　融資の方式は大きく分けて金額や期間を定めた期間貸しと、あらかじめ融資枠を設定して必要に応じて融資する融資枠方式の二種類ある。昨年は、特に期間貸しによる融資額が前年比二三％増になった。企業買収や設備投資などへの利用が活発になったためとみられる。

非そ及融資、ドイツ銀、５７２億円、ダイエーの店舗裏付けに。

	2007/02/06, 日経金融新聞, 3ページ, 　, 449文字


　ドイツ銀行は五日、東京建物が設立した特別目的会社（ＳＰＣ）に対し、ＳＰＣが取得する国内の不動産十六件を裏付け資産として五百七十二億円のノンリコースローン（非そ及型融資）を実施したと発表した。
　ローンの裏付けとなるのはショッパーズプラザ新浦安店（千葉県浦安市）やダイエー三宮駅前店（神戸市）など、ダイエーグループが所有していた商業施設や物流施設。融資先は物件を取得する東京建物のＳＰＣ、ＴＴリテール合同会社（東京・千代田）など二社で、ドイツ銀の東京支店がメリルリンチ日本証券と共同で融資した。
　東京建物はダイエーから店舗などの保有不動産三十一物件を二月末までに取得することで合意している。今回の資金調達はその一環とみられる。ダイエーは昨年九月から主要店などの保有不動産を一括売却するための入札をしていた。
　ドイツ銀グループは事業のキャッシュフローだけを裏付けにする証券化を初めて実施するなど、投資銀行業務に注力している。不動産関連では商業用不動産担保ローンの証券化や不動産流動化なども手掛けている。

２．２．３　顧客ロイヤルティ戦略
消費生活アドバイザー、最終合格４６２人。

	2007/02/06, 日本経済新聞　朝刊, 38ページ, 　, 326文字


　財団法人日本産業協会（歌田勝弘会長）は五日までに、二〇〇六年度の消費生活アドバイザー資格試験（経済産業相事業認定）の最終合格者四百六十二人を発表した。受験者総数は二千四百三十五人で合格率は一九・〇％だった。（各地域の合格者氏名を地域経済面に）
　合格者のうち男性は五一・一％、女性は四八・九％で、一九八〇年度の第一回試験以来、初めて男性の合格者数が女性を上回った。同協会は「企業が消費者対応を重視し、男性社員を中心に受験者が増加したことなどが原因」とみている。
　消費生活アドバイザーは消費者と企業、行政の橋渡し役として、消費者ニーズを踏まえ、消費者相談や商品開発に携わる人材を認定する制度。今回は非公開を希望する三十三人の合格者の氏名を発表しなかった。

２．２．５　再生・創業・拡張戦略
２．２．６　新分野開拓戦略
愛媛銀、船舶ファイナンス室を新設。

	2007/02/01, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 429文字


　【松山】愛媛銀行は三十一日、一日付の人事異動に関連して審査部に「船舶ファイナンス室」を新設すると発表した。愛媛県の今治地域を中心に盛んな海運・造船業に関する情報収集、調査・研究などを強化する。ＢＲＩＣｓ（ブラジル、ロシア、インド、中国）の経済成長で海上の荷動き量が増えており、海運・造船業界は活況を続けている。両業界の資金需要に応える狙いがある。
　船舶ファイナンス室は県外の海運会社への出向者を含め、五人体制でスタートする。うち一人は東京支店内に置く。内航・外航船の用船料や新造船・中古船の船価など、船舶に関する調査や研究を担当する。船舶関連業務に携わる行員の能力向上も目指す。
　船舶金融関連の専門部署は三井住友銀行が昨年秋に設置したが、愛媛銀は「地銀では初めてではないか」としている。
　このほか既存の「お客様サービス部」を機能別に「営業企画グループ」「ＩＴグループ」「店舗グループ」に分ける。専門性を高め、中期経営計画で掲げる顧客との関係強化につなげる。

ふらの農協「組勘」２年後廃止　融資審査を強化　　2007/02/01 07:39　道新 

　【富良野】ふらの農協（富良野、奥野岩雄組合長）は三十一日までに、二年後の二○○九年度から組合員勘定（組勘）制度を廃止することを決めた。農家に対し、より足腰の強い経営を求める狙い。これに先立ち、一日付の機構改革で、農協も経営効率化を図るため、信用、購買、販売の三部門を独立採算とする「カンパニー制」と管理職給与の年俸制を導入する。 

　組勘制度は、農家の年間の営農計画書を基に、想定された農作物の販売代金を限度に農協が融資する。農家は秋の収穫後に返済し、年度末に精算するが、作柄が悪かったり、計画や審査の甘さなどにより、負債を抱える一因にもなっている。 

　ふらの農協では組合員の約八割が組勘制度を利用している。組勘廃止後の融資では、担保の査定や営農計画の内容など、審査も強化される。組合員には春、夏の営農に組勘が大きな役割を果たしてきたことから「体力の弱い農家は続けていけない」との不安の声もあるという。このため農協は経営感覚を身につけるよう求める一方、廃止後に備え営農貯金の積み増しを勧めている。 

　組勘廃止について道農政部は、ふらの農協が米や野菜、畜産などの複合経営で収益向上に努力してきたことから「個々の農家の自己責任で営農計画を立てられる環境が整ったと判断したのでは」と分析している。 

　組勘廃止に先立ち導入する農協のカンパニー制では、信用などの三部門を組織内で「分社化」して独立採算とする。課長職以上の管理職には成果主義を導入、年功序列制から年俸制に変更する。全国農業協同組合中央会（東京）によると、こうした制度は全国の農協で初めてという。 

　ふらの農協は二○○一年二月、富良野市と周辺自治体の六つの農協が合併し発足した。一月末現在の正組合員戸数は千七百九十五戸。○六年度の販売高は二百八十四億円。 

　組合員勘定（組勘）制度
　農 産物販売代金による収入が特定の時期に偏るため、それまでの営農や生活に必要な資金を農協が農家に随時供給するシステムで、道内独自の取引決済方法。年間の営農計画書に基づき限度額を設定し、その範囲内で融資される。道内１１８農協のうち「士幌町」（十勝管内士幌町）、「比布町」（上川管内比布町）などを除く大半で行われている。 

遊休農地集約し活用、強制借り上げ促す、自治体に農水省指示、規模拡大で生産性向上。

	2007/02/06, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 有, 961文字


　農林水産省は農業に利用されずに放置されている耕作放棄地（遊休農地）の解消に、本格的に取り組む。市町村に耕作放棄地の集約化などの地域農業振興策をまとめるよう指示。都道府県による耕作放棄地の買い上げや強制借り上げの積極的な活用も促す。農業補助金を一定規模以上の農家に重点配分する制度との組み合わせで、農業経営の規模拡大と生産性向上を目指す。
　農水省は経済連携協定（ＥＰＡ）の推進や世界貿易機関（ＷＴＯ）の農業交渉で農産物貿易の自由化が進むのは避けられないと判断。国内農業が海外との競争に負けないようにするには、農業の経営規模を大きくして生産性を高めることが不可欠だとみている。
　規模拡大を後押しする狙いで、四月からは補助金の一律のばらまき配分を改めて、一定規模以上の農家への重点配分を始める。二〇一五年までに、原則四ヘクタール以上の個人の農家を〇五年比で七割増の三十三万―三十七万戸にする目標を設定。合計二十ヘクタール以上の農地を共同運営する農家の集団も、最大四倍の二万―四万件に増やす考えだ。
　耕作放棄地の解消は、農地の規模拡大に役立つ。このため〇五年には、農業経営基盤強化促進法が改正され、地域の農家から選んだ農業委員会による指導などを経たうえで、都道府県による耕作放棄地の買い上げや強制借り上げも可能にする制度も創設された。強制借り上げは耕作放棄地の所有者に一定の地代を支払う代わりに、意欲のある農業経営者に土地を貸し出す仕組みだ。
　しかし、これまで強制借り上げまで至った実例は無く、農業委員会が指導した農地の面積も年間千五百ヘクタール前後と、耕作放棄地のごく一部にとどまっている。「制度が十分に活用されているとは言いにくい」（農水省）
　現在、全国の市町村は四月からの補助金改革に先立ち、地域の耕作放棄地の集約化や作物ごとの農家数・経営規模などを具体的に盛り込んだ地域農業の基本構想を策定中だ。農水省は二月中にこれらの計画を整理。農業の経営規模を拡大させるため、強制借り上げも視野に入れた制度の運用を市町村に指導する。
　日本の農家一戸当たりの耕地面積は平均一・三ヘクタール。米国の百七十八・四ヘクタールやフランスの四十五・三ヘクタールに比べ、格段に小さい。これが農業の生産性が国際的にみて低いとされる一因となっている。

北杜市でＬＬＣ発足、企業の農業参入支援、遊休地利用や商品開発。

	2007/02/06, 日本経済新聞　地方経済面 (山梨), 25ページ, 　, 840文字


　休耕地や農作物などの農村資源を有効活用しようと、山梨県の農業事業者や企業経営者、学者らが今春、北杜市に合同会社（ＬＬＣ）を設立する。多様なノウハウを持ち寄って、農作物を使った名産品の開発や企業の農業参入支援などに取り組む。県内では生産者の高齢化や遊休農地の拡大が進んでおり、地域の活性化にもつなげたい考えだ。
　新たに設立する会社は「農村パートナーシップ研究所」。農地活用や環境対策に取り組む特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）えがお・つなげて（北杜市）の曽根原久司代表らが中心となって四月をメドに発足する。えがお・つなげてが借り受けた北杜市内の古民家に本部を置く。
　曽根原氏が代表となり、会長には山梨大学の伊藤洋名誉教授、副会長にはイズミ農園（北杜市）の梅津鉄市社長が就く見通し。ほかに経営コンサルティング会社の代表や製造業の経営者ら合計十人程度が参画する。
　事業の柱の一つに据えるのが企業の農業参入支援。遊休農地の紹介や技術指導、販路開拓などを総合的に手がける。
　ほかに「農村資源のマーケティング開発」として新商品や新サービスの開発にも取り組む。農産物を使った新商品づくりや古民家の観光利用などを想定している。一般企業や農業事業者、自治体など幅広い層で顧客を獲得する考え。
　個々の事業を通じて、生産指導や観光開発など各分野で農村活性化を手がける若手人材の育成も狙う。当面は北杜市を中心とする県内を主な活動領域とするが、将来はノウハウを蓄積し全国規模のネットワークの構築もめざす。
　ＬＬＣは昨年五月施行の新会社法で認められた会社の新形態。出資比率に関係なく自由に利益を配分できるほか、株主総会も不要と運営の自由度が高いのが特徴だ。複数の企業や個人が新事業に乗り出す際などに採用するケースが増えつつある。
　北杜市では団塊世代を主要ターゲットに長期滞在観光を誘致する官民共同の取り組みも始まった。農業資源の有効活用は県の大きな課題だ。

セグメンテーション価格戦略は他にもいっぱいありますが，根拠がはっきりわからないものもあり，悩んでしまいます。

山梨中銀、環境配慮で優遇、企業向け新型ローン。

	2007/02/07, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 444文字


　【甲府】山梨中央銀行は環境問題に配慮している企業に優遇金利で融資する新型ローンを始めた。環境規格などを取得している企業が対象。環境対応がしっかりしている企業は経営も整っているとみており、優良顧客の囲い込みにつなげる。
　オリックスと提携した中小企業向けの無担保ローン「ビジネスサポートローン」に通常より〇・三％金利を優遇する「環境配慮口」を設けた。国際規格の「ＩＳＯ１４００１」や環境省が認定する「エコアクション２１」、国土交通省が管轄する「グリーン経営認証」などを取得していることが融資の条件となる。
　山梨県内ではＩＳＯ１４００１を中心に百社以上が環境関連の認証を取得しているとされ、潜在需要は大きいと判断した。利用状況をみながら、より大規模な企業に対しても環境配慮型の融資制度の導入を検討する。
　環境配慮型の融資は日本政策投資銀行や大手銀行などが力を入れており、全国的に広まってきた。私募債の保証料優遇や環境関連施設への積極融資など手法はさまざまで、顧客獲得競争が今後、激化しそうだ。

愛媛銀、農水ファンド２社に投資――かんきつ類生産・販売、武田屋、他。

	2007/02/07, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 415文字


　愛媛銀行は六日、愛媛県内の農林水産業に関連する企業に投資先を限定したファンド、「えひめガイヤファンド」の初の投資先を決定した。
　かんきつ類の生産・販売を手掛ける、みかん職人武田屋（愛南町、武田敦年社長）と、アナゴの養殖・販売の活媛（松山市、中山仁助社長）の二社で、武田屋の社債二千万円、活媛の新株予約権付社債二千百万円を引き受ける。
　武田屋は希少品種の「河内晩柑」を中心にかんきつ類を有機低農薬で栽培。卸のほか、個人宅配など全国に販路を持つ。資金は農地や農業機械の購入などに充てる。
　活媛は無投薬でアナゴを養殖する独自技術を開発し、関西の卸売市場、都内の老舗料亭や米国にも出荷している。資金は稚魚や餌の仕入れ、技術研究などに充てる。
　同ファンドは昨年十一月末に設立され、規模は五億円。
　運用期間は二〇一五年十二月三十一日まで。二年間延長ができる。一社当たり最高五千万円まで出資し、今後二年間で計二十社程度の投資先を決める計画だ。

２．３　個人金融
２．３．１　住宅ローン需要と供給
２．３．２　住宅ローン価格戦略

大手行、住宅ローン、固定金利上げ。

	2007/02/01, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 84文字


　三菱東京ＵＦＪ、みずほ、三井住友、りそなの大手行が二月一日から適用する住宅ローン金利が三十一日、出そろった。市場金利の上昇を受けて、各行は固定金利を軒並み引き上げる。

２．３．３　住宅ローンロイヤルティ戦略

住宅ローンに限らず顧客ロイヤルティを高めるには子供が大切．将来ののためだけでなく，現在のためにも．
静岡銀、中学生１２０人に金融経済教育。

	2007/02/07, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 127文字


　静岡銀行は二日、岡部町立岡部中学校の一年生百二十人を対象に、「地域金融経済教育」を実施した。〇六年五月から始めた金融教育では最大規模。静岡市の呉服町支店と本店営業部に分かれて子どもたちに銀行の役割や利用法などを教え、支店業務や大金庫などの見学も行った。
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２．３．４　住宅ローン技術その他
群馬銀行、住宅建設業向け説明会。

	2007/02/07, 日本経済新聞　地方経済面 (群馬), 43ページ, 　, 102文字


　■群馬銀行　住宅建設業者を対象に、「フラット３５」の制度改正や群銀の住宅ローン商品の説明会を開催する。住宅金融公庫が協力する。九日に前橋市、十六日に太田市でそれぞれ午後四時から六時までで、参加費は無料。

２．３．５　消費性ローン
消費者金融のリストラ加速　希望退職や店舗網縮小　　2007/02/05 19:04　道新 

　消費者金融や信販業界で人員削減や店舗統廃合などの大規模なリストラが加速している。出資法の上限金利（年２９・２％）と利息制限法の上限（元本額により年１５－２０％）の間の「グレーゾーン金利」が約３年後に廃止され、貸出金利の引き下げが避けられなくなったためだ。 

　高金利に頼ってきた消費者金融各社は、インターネットを使った金融事業など新たな収益源の開拓を目指しているが、先行きは不透明だ。 

　消費者金融大手のアイフルは約４００人の希望退職者を募集する。店舗数も約２７００店から半分以下の約１２００店に減らし、パート社員も削減する。アコムも約７００人の希望退職者を募った。プロミスもいずれは人員削減策を示す見通しだ。 

　中小業者の間では、法律改正による金利引き下げが確実になった昨年夏ごろから、貸出債権を他社に売って廃業する動きが目立ち始めた。 

２．４　政府金融
２．５　フィービジネス戦略
２．６　リスクマネジメント
２．７　ローコスト戦略
２．８　人材・組織戦略
意思決定を顧客に近づけるのは競争が激しくなってきたからでしょう。

京都信金、滋賀で営業強化、１３支店の統括本部設置。

	2007/02/02, 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 247文字


　京都信用金庫は一日、滋賀県での営業を強化するため、同日付で滋賀本部を設置したと発表した。滋賀県内に十三ある支店を統括し、通常は本部で判断していた高額な融資案件でも滋賀本部が扱うようにする。
　京都信金は、三月十二日に滋賀での中核店舗となる滋賀支店（大津市）の新設を予定している。本部設置により顧客に融資が可能かどうかの返答を早くするなどして同地区でのサービスを強化する考え。本部長には西村耕二・理事が就任した。
　また同日、住宅ローン営業を強化する目的で住宅ローン推進部を設置したことも発表した。

社員の満足度、企業が調査―成果主義直し顧客満足も（シグナル発見）

	2007/02/05, 日本経済新聞　朝刊, 15ページ, 有, 1740文字


　職場環境などに対する社員の意識調査を実施する企業が増えている。意思疎通の悪化など成果主義のマイナス面を修正し、顧客満足度（ＣＳ）の改善にもつなげる狙いだ。
▼企業が社員の声に耳を傾けるのは、成果主義のマイナス面を修正する狙いがある。
　ＥＳ調査を〇五年に実施した村田製作所は、コンサルタント会社から組織が硬直していると指摘された。
　同社は一九九一年に所属部門や個人の業績に応じて給与や賞与が決まる成果主義の報酬制度を導入した。しかし、弊害も生まれた。「部下を育てない上司、隣で仕事をする同僚を助けない社員が目につくなど社内に個人主義が広がり始めた」（牧野孝次企画・管理グループ統括部長）
　このため昨年、課長以上の賞与を決める仕組みを改めた。担当部署の数値実績に連動する比率を七割から五割に下げ、部下の指導育成や長期的な戦略立案の実施など数値外の業績の比率を三割から五割に上げた。今春には、係長以下の社員も同僚との連携に努めているかなどチームワーク重視の仕組みにする。
　ソニーは〇〇年度以降、年功より職務や役割を一段と重視する報酬制度にした。これに対応して、以前から実施していたＥＳ調査のやり方を〇四年に修正。従来は調査結果を部門別にしか集計していなかったが、部や課ごとに集計し管理職に結果を通知するようにした。人事センターの担当者は「現場の責任者が早めに社員の不満に気付き、運営を改めるきっかけになれば」と話す。
　社会経済生産性本部が〇五―〇六年に上場企業を対象に実施した調査では、回答した企業の約九割が成果主義を導入済みだった。一橋大学の伊藤邦雄教授は「欧米企業に倣って性急に成果主義を取り入れた結果、チームで仕事をする日本企業の強みが薄れてしまった。それが最近多発する企業不祥事の背景にあるのではないか。ＥＳ調査を実施する企業が目立つのは行き過ぎた成果主義を是正する意味もある」と指摘する。
◇　◇
　ＥＳ調査を成果主義の修正に活用する企業だけではない。日本能率協会マネジメントセンターには、ＣＳを高めるため、ＥＳ改善のコンサルティングを依頼する企業が増えている。村田製作所の牧野氏は「ＣＳ向上には顧客の要望を社員自らが考え行動する風土が必要。それには社員が満足して生き生きと働く組織でなければならない」と強調する。　　　　　（伊東浩一）
▼花王は従業員満足度（ＥＳ）調査を「組織の健康診断」と位置付け、二年に一度、グループ会社を含む社員約一万四千人を対象に実施している。
　経営陣や管理職、職場環境、社内制度などに対する社員の満足度を調べるため、調査では「経営トップは折に触れて戦略を自らの言葉で語っているか」など約百項目の質問を聞く。
　調査で「経営陣の考え方が現場に伝わっていない」との結果が出た。そこで、社長が直接、若手社員の代表者約四十人に経営戦略を説く懇談会を設けた。また栃木工場の人事考課に対し「公平に評価されていない」との声が上がったため、人事担当者が個人目標の設定や上司との面談のあり方などについて説明を徹底した。
　日本ヒューレット・パッカードはＥＳ調査で、人員を削減してきた人事統括本部の部員の間に将来のキャリア形成への不安が広がっていることが判明。以前に中止していた「キャリアセミナー」を二〇〇七年度に復活することにした。外部講師を招き、社員が自らの経歴や技能を再確認したうえで転職も含め今後のキャリアを考えさせる狙いだ。
　リコーの地域販売会社、群馬リコー（前橋市）は昨秋、ＥＳ調査の結果を受け、発注書類作成や在庫確認などを担当する営業支援グループの人員を四人から十八人に増やした。従来は人数が少ないため、外回りから戻った営業担当者が残業して自らやらざるを得ず、ＥＳ調査では「仕事とプライベートの両立」への満足度が低かったからだ。
　社員の満足度を気にする企業が増え、コンサルタント会社に舞い込むＥＳ調査の依頼も増加している。日本能率協会マネジメントセンター（東京・港）は〇六年度のＥＳ調査受託が前年度比二割以上増え五十件になる見込みだ。ＪＴＢモチベーションズ（同）も同様の伸びを示している。

関西アーバン銀、新卒確保、初任給１４年ぶり上げ。

	2007/02/07, 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 412文字


　関西アーバン銀行は六日、今年四月に入行する行員の初任給を引き上げることを決めた。四大卒の総合職は月十七万四千円から二十万五千円に三万一千円（約一八％）増やす。初任給の引き上げは前身の関西銀行が実施した一九九三年春以来、十四年ぶり。「採用競争が激化するなか、優秀な新卒をより多く確保するため」（伊藤忠彦頭取）という。すでに三井住友銀行や城南信用金庫（東京・品川）が引き上げを決めており、関西の金融機関も東京勢の動きに追随した格好だ。
　関西アーバンの今春の入行予定者は一般職なども含めて百五十三人。全行員が初任給引き上げの対象となる。最も増額幅が大きいのは短大卒の特定総合職で、十四万千五百円から十七万五千円に三万三千五百円（約二四％）増える。
　初任給だけを引き上げると新入行員の給与が先輩を追い抜く可能性が出てくるため、関西アーバンは中堅行員の給与も引き上げる方向。人件費の増加額は総額で年一億五千万―二億円となる見通しだ。

２．９　チャネル戦略
十六・第三銀、テレホンバンキング廃止へ――３月末、ネット取引拡充。

	2007/02/01, 日本経済新聞　地方経済面 (中部), 7ページ, 　, 853文字


　十六銀行と第三銀行は、電話で預金の預け入れや残高照会などを受け付けるテレホンバンキングを三月末をメドにそれぞれ廃止する。店舗を訪れない取引としてインターネットの活用が浸透してきたことから、利用が伸び悩むテレホンバンキングからの移行を促す。両行ともパソコンや携帯電話を使うネット取引の拡充に乗り出す。
　十六銀は昨年十一月、事前の申し込みが必要なテレホンバンキングのサービスを打ち切った。三月末には同行のキャッシュカードを持つ個人顧客向けのサービスも終了し、テレホンバンキング業務を全面的に廃止する。第三銀も三月末にテレホンバンキングを終了する方針だ。
　十六銀は一九九九年にテレホンバンキング業務に参入し、預金残高の照会や預け入れ、振り替えなどを電話で受け付けてきた。第三銀の開始時期は二〇〇二年と比較的遅かったが、店舗を訪れる機会の少ない顧客にサービスを提供している。
　両行が業務の見直しに踏み切る背景にはインターネットの浸透がある。携帯電話の普及もあってネット取引の利用が増える一方、テレホンバンキングは頭打ち傾向にあった。
　テレホンバンキングはネット経由に比べて利用可能時間が限られるうえ、オペレーターと電話でやり取りする手間もかかる。
　十六銀は「ネットやモバイルバンキングが主流になってきた」として、サービス内容の見直しに踏み切る。第三銀はネット取引の安全性が高まってきたことを踏まえ、「電話では『なりすまし』を排除することは難しい」と説明している。
　大手都銀や地方銀行の多くはテレホンバンキングを当面維持する見通しで、あえて廃止に踏み切る動きはまだ少ない。
　十六、第三の両行ともテレホンバンキング廃止について利用者の理解を求めるとともに、パソコンや携帯電話の利用環境を拡充する。
　第三銀のモバイルバンキングはＮＴＴドコモだけで対応してきたが、ＫＤＤＩ（ａｕ）とソフトバンクモバイルを一月から追加。
　十六銀は契約者が振込限度額を設定する仕組みを設けるなどして、ネットバンキングの安全性に配慮している。

２．１０　情報システム戦略
道銀、帳票を電子化　外部漏えい防止対策徹底　　2007/02/06 07:16　道新
　北海道銀行は五日までに、顧客情報の外部漏えい防止を厳格化するため、取引情報を記載する帳票の電子化に乗り出した。八月までに千百種類の帳票をペーパーレス化する計画で、全国の地方銀行でこうした大規模な取り組みは珍しいという。 

　帳票は、預金や貸し出し、インターネット取引など顧客の取引に関する情報を記載したもの。データはすべて札幌市内の同行事務センターのホストコンピューターに集まり、印字して各営業店に配送する。帳票は一定期間の保存を義務付けられるが、誤廃棄などで紛失する例もあり、対策を求められていた。 

　同行は約一億円を投じ、帳票電子化のシステムを開発。一月までに六百四十六種類の電子化を終え、八月にはさらに約四百五十種類も加える。今後、帳票の閲覧はパソコン画面で行い、印刷は必要最小限にとどめる。電子化でマイクロフィルムへの保存作業が不要となるほか、用紙代などと合わせて年間三千万円以上の経費節減を見込んでいる。 

　同行は外部へのファクス誤送信も防ぐため、本支店の送信を一元管理する新システムを導入し、二月下旬から運用する。送信先すべての番号をデータベースに登録。事務センターのサーバーが本支店などから受けたファクス原稿の表紙に記された番号や送信枚数などを機械で読み取り、データベースと照合し正しければ自動転送する仕組みだ。 

　同行から外部へのファクス送信は、個人情報保護法が施行された二○○五年五月以降、二人一組で番号を確認した上で送信しているが、防止策に万全を期す狙いだ。

２．１１　アライアンス戦略
「再挑戦組」攻防熱く――新生、あおぞら、地銀ビジネス競う（ライバル激突）

	2007/02/01, 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1296文字


　あおぞら銀行（旧日本債券信用銀行）が昨年十一月に再上場を果たし、一足先に上場した新生銀行（旧日本長期信用銀行）との攻防が熱を帯びてきた。新生は個人向け業務で地歩を築いているが、経営効率ではあおぞらが優位。破綻（一時国有化）からよみがえった「再チャレンジ組」の戦略は、金融再編のゆくえも左右する。（佐藤大和、藤川衛）＝一時国有化は２面「ミニ辞典」参照
　地域金融再編の舞台とささやかれる東北地方。あるメガバンクと関係が深い地銀に、新生とあおぞらの担当者が日参している。協調融資、運用商品、企業再生ビジネス……。地銀幹部は「デリバティブ（金融派生商品）などユニークな提案も多い」と評価する。
　新生の総資産は三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの二十分の一、あおぞらは三十分の一。規模や営業網ではメガにかなわない。金融債の販売で培った地銀などとの関係が頼り。勢い、ぶつかる場面が増える。
　新生は金利が高い代わりに満期を銀行が決める新型預金を積極投入している。別名「ホワイトラベル」。運用は新生が担当、商品名などは地銀が決める。地元の銀行が開発したようにみえるのがミソ。ＯＥＭ（相手先ブランドによる生産）供給の金融版だ。個人向けヒット商品に育った。
　あおぞらの強みは経営効率だ。経費率は四四％と新生（五二％）より八ポイント低い。力を入れているのは再生ビジネス。昨年末に北海道の二十三信用金庫と提携し、三十億円の地域再生ファンドを設立した。東北でも地銀が抱える不振病院の再生に取り組んでいる。
　道のりは平たんではない。一部の地銀は旧行の株主だった。破綻へのわだかまりが残るケースもある。それだけに、高度な提案力が試される。
　「うちに移りませんか。給料はあがりますよ」。メガバンクで法人営業を担当する中堅行員は、新生とあおぞらから立て続けに誘いを受けた。
　両行は学歴や年齢、性別、国籍も問わない人事制度を導入している。新生の行員約二千百人のうち旧長銀の出身者は半分程度。残りは他の金融機関やメーカーなどの出身者だ。経営者も例外ではない。旧ＵＦＪ銀行の頭取候補と言われた杉山淳二氏が、昨年六月に会長に就任した。
　時を同じくして、あおぞら銀行は農林中央金庫出身の能見公一氏を副会長に招いた。ゆうちょ銀行トップの呼び声も高かった人物だ。
　再上場にこぎつけた両行にとって、株価安定は至上命題。だが市場の評価は厳しい。
　二〇〇四年に上場した新生の初値は八百七十二円。三十一日の終値は六百六十二円だった。懸念材料は強みだったはずのノンバンク、消費者金融事業。アプラスや昭和リースを次々と傘下に収めたが、上限金利の引き下げ問題が災いした。
　あおぞらの株価も振るわない。三十一日終値は四百五十六円。水上博和社長は「業績目標を達成すれば、評価は定まってくる」と強気だが、公募価格（五百七十円）を下回ったままだ。「成長戦略が不明確」（外国証券アナリスト）と辛らつな評価もある。
　時価総額はいずれも一兆円を下回り、買収候補として「お買い得」との見方もある。営業現場や人材獲得でぶつかる両行には、金融再編の焦点という共通項がある。

静銀、環境融資で協定、三菱東京ＵＦＪ銀と締結。

	2007/02/01, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 292文字


　静岡銀行は三十一日、三菱東京ＵＦＪ銀行と環境分野への融資を両行で拡大するための協定を結んだと発表した。環境関連の事業を手掛ける融資先候補など両行が持つ情報を共有し、顧客獲得に結びつけるのが狙い。静銀が環境融資で他行と協定を結ぶのは初めて。
　三菱東京ＵＦＪ銀は環境分野への融資を専門に扱う部隊を設けている。静銀は今回締結した「環境融資等に関する業務協力協定」に基づき、三菱東京ＵＦＪ銀の持つノウハウを生かした企業向けの環境セミナーや勉強会などを開く方針。
　リサイクル工場や風力発電など大型施設への建設資金の提供や、環境保全に取り組む取引先へのシンジケートローン（協調融資）も検討する。

２．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）
北海道地域
北海道で個人ローンを強化すれば北陸銀行の利益にはなるかもしれませんが，道民はほくほくＦＧが強力になったとはみてくれないでしょう。なぜ統合しているのか，ということが札幌銀行と北洋銀行の合併でクローズアップされることになるのではないでしょうか。情勢は変わり，統合の意味も守りから攻めに変わってきています。北海道経済も北陸経済も弱いので守りもまだ大切なのでしょうが，攻めの部分も組み込んでいかないと，北洋グループが一歩踏み出した今は，北海道では戦いにくくなってくるかもしれません。大袈裟に言えば，道銀ブランドをどうするのか，という問題です。
次から次へと問題が出てくるので経営者の頭の中は引きずってきた要素と新しい要素でごったまぜになっているのかもしれません．研究者は一部に注意を集中し，他を切り捨てればよいので，気分としては，心残りはありながらも，さっぱりしていられるのですが，経営者は，よくわからないままいくつもの戦略を選択し実行していかなければならないので，いつもどんよりと曇った気分なのでしょうか．クラウゼヴィッツは，だとしたら愚かなことだと言っています．大将が科学者のようでは困る，とクラウゼヴィッツは割り切っています．わからないことに拘っていたら戦えなくなる，大将には大将の判断の仕方があるのであって，科学者のようでは大きなミスを犯すことになる，というのです．バーナードも同じようなことを言っています．科学が明らかにしていることは考えなくてもよいので簡単だが，そうでない圧倒的多数については不明確なまま判断しなければならない，だから常に真剣に学び，考えなければならない，と．北洋銀行の具体的な動きがどうなるかはこれからです．人類の進化史がそうだったように，実行しながら訂正していくことになるでしょう．ゲームの理論の教科書に書かれているように，道銀がどう動くかも判断を左右する大きな要素になるでしょう．
道銀にとっては北陸銀行はパートナーですが，競争者でもあるという面が強く残っているようですから，北洋銀行だけでなく北陸銀行の思惑も考えなければなりません．メガバンクや金融庁についても，そして何よりも北海道経済について考えなければなりません．すでに決めているように拡張戦略がとられるのでしょうが，　北洋銀行と札幌銀行の合併で戦略の選択が以前よりも厳しくなってきたのかもしれません．郵政公社の動きが本格化すれば，それに対抗するための金融機関相互の連携，銀行代理店制度の活用なども強まってくるでしょうし，もしかしたら流通業者による金融業務進出も強化されるかもしれません．様々な可能性があるのでしょうが，そうした変化は戦略的可能性が広がるチャンス0ppertunityなのかもしれません．盤面が変わり，持ち駒が変われば，見えなかったものが見えてくるかもしれません．失われた１０年とか１５年とか言われてきた時代も実は大きな変化の時代でした．低成長に入って徐々に変化した金融システムはバブルの崩壊によって大きく変化しました．拓銀が市場から退出したことからもわかるように，金融機関のポジションも変わりました．
北陸銀、ローンコーナー、３支店に新設。

	2007/02/02, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 287文字


　北陸銀行は一日、個人向け融資の専門窓口であるローンプラザを三カ所新設すると発表した。合計で五十三カ所に増える。既設の二カ所では平日の営業時間を延長しており、土日祝日営業も始める。競争が激しい個人ローンの強化を狙う。
　「滑川支店」（富山県滑川市）、「二の宮支店」（福井市）、「小樽支店」（北海道小樽市）の三店舗内に設ける。二の宮、小樽は五日、滑川は十三日に営業を始める。専門知識を持つスタッフを置き、きめ細かなサービスを目指す。
　既設のローンプラザ「札幌大通」（札幌市）と「横浜」（横浜市）では平日の営業終了時間を午後三時から午後六時に延長した。三日に土日祝日営業を始める。

信金は業務内容が変わってきていますのでイメージも変えたほうがよいのでしょう。札幌信用金庫も，店舗は資産運用型に変えたりしているそうです。

共同ビル建て替えへ　札信本店、パルコ入居　大規模商業施設化も　道新　　2007/02/02 07:50 

　札幌信用金庫本店と札幌パルコ新館などで構成する共同ビル（札幌市中央区南二西三）が、新ビルに建て替えられる見通しであることが一日、明らかになった。ビルの過半数を所有する札信が新ビル建設の構想に着手し、共同所有するパルコ（東京）など二者に伝えた。札幌パルコの増床を含めた大規模な商業ビル化も視野に、早ければ二○一二年の完成を目標に規模や投資額などを検討していくとみられる。 

　大通地区の札幌駅前通に面した共同ビルは札信本店、札幌パルコ新館、ファストフード店などが入る個人所有の北宝ビルで構成。壁で区切られているものの全体では一棟の共同ビルで、地上九階地下一階延べ約八千八百平方メートル。市中心部の再開発ビル第一号として一九六六年に開業したが、築四十年と老朽化が進み、今後多額の耐震補強工事も必要とされる。このため、ビルの過半数を所有する札信が他の所有者に建て替えに向けた協議開始を打診した。 

　札信は一日、内部に検討委員会を設置。現在は一、二階に本店、上層階に管理部門、営業部門などの本部機能を置いているが、完成後の活用法は現時点で白紙で、本部機能の別な場所への移転も選択肢として検討する。 

　一方、札幌パルコ新館は二○○五年、パルコが丸井今井グループの旧マルサ２を買収して開業。地上五階地下一階の売り場に現在ファッションやインテリアなどテナント八店が入居する。パルコ側は新館開業当初から、将来的な増床の意向を関係者に伝えており、三者の協議によっては新ビルを全面的に大規模商業ビルとする可能性もある。 

　ビル周辺では、通りを一本隔てて南側の南二条西三丁目南街区再開発準備組合が昨年五月、三十二階建ての複合高層ビルを一○年をめどに建設する計画を表明。札幌駅前通と大通公園の交差点周辺では、北洋銀行の新ビル、石屋製菓と秋田銀行の札幌秋銀ビルの再開発計画が進む。今回の共同ビル建て替え構想で、ＪＲ札幌駅前地区への購買力流出に悩む大通地区の活性化に期待が高まりそうだ。 

北海道３行０６年４―１２月、純利益１８％増、不良債権比率軒並み低下。

	2007/02/06, 日経金融新聞, 7ページ, 有, 467文字


　【札幌】北洋、北海道、札幌の道内三銀行の二〇〇六年四―十二月期業績が出そろった。最終的なもうけを示す純利益は三百七十三億円と前年同期と比べて一八％増となった。道銀は不良債権処理が一段落し五一％増。一方、北洋銀は本業は好調だったが不良債権処理の増加で純利益は四％増にとどまった。札幌銀は三二％増だった。
　本業の収益を示すコア業務純益は計七％増で三行とも増加した。北洋銀は金利上昇を背景にした債券の利息収入の増加で一〇％と大幅に伸びた。道銀は貸出金利息は増えたものの、預金の支払利息もかさみ、四％増にとどまった。札幌銀は利息収入が伸び、一二％増となった。
　三行合計の不良債権処理損失は九十四億円で四八％減。道銀は粉飾決算で経営破綻したユニコ・コーポレーション以外は目立った損失がなく、七四％減だった。一方、北洋銀は昨春に金融庁検査が入り、貸し出しの査定を厳格化したことも影響し、二〇％増えた。
　貸し出しなどに占める不良債権の割合は三行とも低下。道銀は昨年九月末比で〇・三七ポイント低い四・三五％、北洋銀は〇・二ポイント低い三％となった。

北海道の組織が怖いのは道外の有力企業が乗り込んでくること。「ひとたまりもない」という感覚はよく理解できます。「規模の利益で低金利攻勢をかける大手行にどうすれば対抗できるか」という問いかけは，単なる一般論ではなく，「北海道という環境で」という条件が付きます。現場を知らない私にはよく理解できないことですが，頭取が若手と研究会を持ったのは「単なる兵隊であってもらいたくない」という気持ちもあったのかもしれません。現場がヒントでもつかんでくれないと実効性のある戦略は作りにくいようにも思われます。新聞などから学んでもそれは誰もが知っていること，他行から学んでもそれは他行に好都合なこと。
北洋銀行頭取横内龍三氏――金融再編に備え合併（地域金融トップ群像）

	2007/02/06, 日経金融新聞, 7ページ, 有, 1280文字


　「確かに今はいい。だが五―十年先を考えると、本当に今のままの姿でいいのか」。昨年秋、北洋銀行頭取の横内龍三は同じ札幌北洋グループである札幌銀行頭取の吉野次郎にこう合併を切り出した。吉野は以前から札幌銀の経営の独立性を重視し、合併には消極的だった。だが横内の粘り強い説得に吉野も折れ、最後は「一緒にがんばりましょう」と握手を交わした。
　昨年頭取に就任した横内が、二〇〇一年の経営統合時からの課題だった札幌銀との合併を実現した。対話を重視した経営で北洋銀に新風を吹き込んでいる。
　「もし大手銀行と郵貯が提携したら、今の札幌北洋グループはひとたまりもない」。横内は〇四年十月に副頭取として入行した。道内各地の店舗を訪れた横内は、低金利を武器に北洋銀の取引先に食い込む大手行の攻勢に強い危機感を覚えるようになった。
　札幌北洋は高い健全性を誇る一方、収益力では地銀上位行に劣る。二つの銀行が共存することで高コスト体質となっているためだ。合併はこの問題を解決し、大手銀、大手地銀などとの競争を勝ち抜くための必要条件だった。
　横内は会長の高向巌に続く四代目の日銀出身頭取だが、経歴は異色だ。現役で司法試験に合格しながら、「約束を守れない人間が法律家にはなれない」と先に内定が出ていた日銀に入行。九八年に日銀退職後は弁護士登録し、都内の法律事務所で企業法務を担当していた。札幌銀との合併は横内が論理的に考えたうえで必然的にたどり着いた結論だった。
　北海道と縁がなく、民間銀行での勤務経験もない。それだけに現場の声に耳を傾けることを心がける。副頭取時代には若手行員と「リテール研究会」を立ち上げ、北洋銀の苦手分野だったリテール（個人・中小企業）分野の議論を重ねた。成果はリテール力強化という形で合併後の新・北洋銀に反映される見通しだ。
　横内は「トップの間違った発言に反論できる部下が多いほど、組織は強くなる」と対話を重視する。札幌銀との合併をきっかけに、北洋銀の企業文化をトップダウンからボトムアップに変えようと意気込む。
　北洋銀を取り巻く環境は厳しさを増している。ライバルの北海道銀行は北陸銀行と経営統合、横浜銀行とシステム統合を発表し、株式市場から高い評価を得ている。旭川や帯広など札幌以外の道内都市は信用金庫がトップバンクの座を占め、北洋銀は二番手に甘んじる。不良債権問題から脱却した大手行の攻勢も強まっている。
　横内は「これからは増えないパイを金融機関が奪い合う時代になる」と北洋銀が置かれた状況に強い危機感を見せる。規模の利益で低金利攻勢をかける大手行にどうすれば対抗できるか。札幌銀との合併は、経営効率化という将来に向けたステップのひとつにすぎず、「Ｍ＆Ａ（企業の合併・買収）も選択肢のひとつ」と否定しない。まずは内部体制を固め、来るべき金融再編時代へ力を蓄える。

東北地域
栃木銀、０６年４―１２月、純利益２４％増に――不良債権処理進む。

	2007/02/01, , 日本経済新聞　地方経済面 (栃木), 42ページ, , 475文字


　栃木銀行は三十一日、二〇〇六年四―十二月期の連結業績を発表した。経常利益は前年同期と比べて四〇・一％増の六十億三千六百万円、純利益は二四・六％増の三十六億八千六百万円だった。景気の回復や足利銀行の破綻に伴う混乱が一段落したことから、不良債権処理費用が大きく減少したことが主因。経営企画部は「収益は計画通りに推移している」と分析している。
　銀行単体でみると、本業のもうけを示す実質業務純益は一九・三％減の百三億六千六百万円だった。日銀のゼロ金利政策の解除を受けた金利の上昇で債券価格が下落。国債などの債券売買損益は前年同期で十二億六千二百万円の黒字だったのが、五億八千八百万円の赤字に転じたのが響いた。
　預金残高は個人預金を中心に増えており、〇五年十二月末比一・三％増の二兆千四百五十二億円。貸出金残高も個人ローンが二百二十五億円増えたことから、三・〇％増の一兆四千三十五億円となった。
　不良債権残高（金融再生法ベース）は五百三十一億円。不良債権比率は三・七四％で、〇・二三ポイント改善した。不良債権処理費用は二八・四％減の八十九億千八百万円だった。

四半期業績――０６年４―１２月、荘内銀行、投信好調、純利益１４．８％増。

	2007/02/02, , 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 150文字


　■荘内銀行　二〇〇六年四―十二月期の連結経常収益は前年同期比一八・九％増の百九十八億八千九百万円、経常利益は同二八・四％増の三十六億三千万円となった。金利上昇に対応した債券入れ替えで売却損が発生したが、投信販売手数料など個人向け事業の伸びなどが上回った。純利益は同一四・八％増の十八億五千二百万円。

四半期業績――０６年４―１２月、みちのく銀行、不良債権処理減り黒字化。

	2007/01/31, , 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, , 207文字


　■みちのく銀行　三十日発表した二〇〇六年四―十二月期の連結業績は経常利益が四十三億千百万円、最終利益は二十三億千百万円と、前期の赤字から黒字に転換した。赤字要因だった不良債権の処理費用が大幅に減ったため。経常収益は三・五％増の三百八十三億九百万円。〇七年三月期の業績予想は子会社、みちのく信用保証の財務健全化の費用を見込み、経常利益五十億円（前回予測五十五億円）、最終利益四十億円（同四十一億円）と下方修正する。

四半期業績――０６年４―１２月、東北銀行、経常利益８％減。

	2007/01/31, , 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, , 112文字


　■東北銀行　二〇〇六年四―十二月期決算の連結経常収益は前年同期比〇・三％増の百三十一億四百万円、経常利益は八・三％減の十四億三千三百万円となった。有価証券運用利益が増えたが、金利上昇に伴う預金金利コスト増が利益を圧迫した。

四半期業績――０６年４―１２月、山形銀行、経常利益１２％減。

	2007/01/31, , 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, , 135文字


　■山形銀行　二〇〇六年四―十二月期決算の連結経常収益は前年同期比七・八％増の三百六十三億九千万円、経常利益は同一二・九％減の六十八億五千万円となった。金利上昇に対応した債券入れ替えで売却損が発生。不良債権への引き当ても増え純利益は同二七・四％減の三十九億四千五百万円。

四半期業績――０６年４―１２月、福島銀行、株や債券売却益が減少。

	2007/02/02, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 144文字


　■福島銀行　一日発表した二〇〇六年四―十二月期の連結業績は、経常利益が前年同期比五七％減の十二億二千二百万円だった。最終利益も五四％減の十一億五千万円で減益。不良債権処理額が四億四千五百万円増えたほか、株式や債券の売却益が約十億円減ったことが要因。〇七年三月期の業績見通しは変更しない。

関東地域

昨年４―１２月、武蔵野銀、経常益７．１％減、２子会社に引き当て増加。

	2007/02/02, , 日本経済新聞　地方経済面 (埼玉), 40ページ, 　, 346文字


　武蔵野銀行が一日発表した二〇〇六年四―十二月期の連結経常利益は前年同期比七・一％減の百三十七億五千五百万円になった。前年同期に十五億円あった一般貸倒引当金の取り崩し益が無くなったことや連結子会社二社などへの引き当てを増やしたため。純利益は一・四％増の八十四億四千五百万円だった。
　投資信託などの預かり資産の増加や手数料収入が増えたため経常収益は六・九％増の六百八億四千七百万円。
　本業のもうけを示すコア業務純益は百六十一億円で三・六％増加。預金等残高は法人・個人預金が共に伸び初めて三兆円を突破し、前年同期比四・四六％増の三兆百八億円になった。十二月末時点の不良債権比率（金融再生法ベース）は二・九五％で九月末に比べ、〇・一三ポイント改善した。三月末の連結自己資本比率は一〇％前半の見通し。

茨城銀、４―１２月、実質業務純益４％増、投信の販売好調。

	2007/02/02, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 　, 668文字


　茨城銀行は一日、二〇〇六年四―十二月期の業績を発表した。本業のもうけを示す実質業務純益（単体、一般貸倒引当金繰り入れ前）は四十七億千三百万円で前年同期に比べて四％増えた。投資信託などの手数料収入が伸びたほか、不動産の賃借や事務機器のリース料といった経費の節減効果も出た。
　株式売買などの悪化で連結経常利益は二四％減の十九億三千百万円だった。純利益は四一％減の十八億二千九百万円。前年同期に五億円あまりの特別利益を生んだ退職金制度の変更などの特殊要因がなくなった。ただ利益水準は予定通りの推移としており、〇七年三月期通期で純利益を二十六億円（経常利益は二十五億円）とする業績予想は変えていない。
　粗利益は、中核の資金利益が金利上昇による預金利息の増加などで三億五千八百万円減った。一方で投信の手数料などの役務取引等利益は二億四千四百万円の増加。さらに全体の経費も二億四千五百万円削れたため実質業務純益が伸びた。
　償却済みの債権の回収益を相殺した不良債権処理損失は一二％増の二十億九千四百万円となったが、低水準で落ち着いている。
　預金残高は〇・三％減って七千百二十七億三千万円。ただ個人預金に限ると、最高気温に応じて金利を上乗せするキャンペーンの効果もあり増加傾向となっている。貸出金残高は〇・一％の微増で五千三百九十九億二千百万円。県内で活発なマンション建設などを受けて住宅ローンの伸びが大きい。企業向けは依然として低迷している。
　金融再生法ベースの不良債権残高は〇六年九月末に比べて二十四億三千九百万円減って、五百十五億二千五百万円。

甲信越地域
長野銀、不良債権比率４．８５％に――４―１２月単独、０．６ポイント低下。

	2007/02/06, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 310文字


　長野銀行は五日、二〇〇六年四―十二月期の単独業績を発表した。昨年十二月末時点の不良債権比率（金融再生法ベース）は四・八五％となり、〇五年十二月末時点と比べて〇・六六ポイント減少した。製造業を中心に業績回復が進んでおり、債務者区分が改善した取引先が増えたようだ。
　昨年十二月末の貸出金は〇五年十二月末と比べて一・三％増加し、六千三百八十五億円だった。製造業をはじめ、企業の資金需要が伸びた一方、個人向けの融資は逆に二％下回る結果となった。住宅ローンでほかの金融機関との競合が激化していることが影響したようだ。
　預金は八千四百九十億円と〇五年十二月末と比べてほとんど変化がなかった。業務純益や経常利益などは発表していない。

北陸地域
東海地域

第２地銀は苦しいのが普通のようです。清水銀行も苦しい。メガバンクや静岡銀行のような地方銀行に攻められているからです。だから，信金の領域を攻めることにもなります。「働けど働けど」といった思いもあるでしょう。しかし，信金の中には情勢を早くから察知して的確に動いてきたところもあります。ブランドは一度落ちたらなかなか回復しません。集計値が悪化してからでは遅いから動いていくことになるのでしょう。顧客とのパイプが太いのは信金の「強み」でしょうが，顧客が困っているときには力にならないこともあります。信金のつらさは顧客もつらいことです。裏切りたくなくとも裏切らないと生き残っていけない，そんな瀬戸際に立たされている企業です．
大手銀・地銀、零細企業融資で攻勢――信金シェア、じわり低下（アングル静岡）

	2007/02/02, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 1395文字


　静岡県内の金融地図に変化が起きている。中小企業の融資開拓に力を入れていた大手銀行や地方銀行が、さらに規模の小さい零細企業に目を向け始めたからだ。こうした動きに対し、零細企業を顧客としてきた信用金庫は危機感を強めている。
　頭にはイヤホンと音声マイク一体の受話器。両手はパソコンのキーボードを素早くたたき顧客データを検索。耳と頭は相手の言葉の端から資金需要を探り出そうと懸命だ。銀行といえば道路に面した一階が通り相場だが、静岡銀行が「中小零細企業向けに特化した専門拠点」と位置づける「ビジネスステーション（ＢＳ）」は静岡市内のビル上層階にある。
　ＢＳの主な顧客は、融資残高が三千万円以下の企業や個人事業主。中小企業との取引に力を入れる既存の営業店ではカバーできていなかった小規模企業に狙いを定めている。
　行員は一人あたり約二百五十社を担当、電話などで月一回は取引先の様子を探る。返済が進むと取引が疎遠になりがちな小規模企業と連絡を密にし資金需要を逃さないよう懸命だ。一件あたりの融資額は四百万円程度と小口だが、同行は二〇〇六年に沼津市や袋井市など六つのＢＳを開設し合計八カ所と営業範囲を広げている。
　十二月から融資の権限を地域ごとに新たに配置した執行役員に移した清水銀行。山田訓史頭取は「これまであまり攻めていなかった信金の取引先を開拓したい」と権限委譲の狙いの一つを説明する。
　取引先企業の財務に詳しい現場が融資の可否を判断し迅速に資金を供給できれば、融資先を開拓しやすい。導入からまだ二カ月だが、銀行全体の融資の可否の八割を各地域で判断するようになり、零細企業の開拓を着実に進めている。
　県内では大手行も攻勢を強めている。三菱東京ＵＦＪ銀行は昨年六月、富士市役所近くのビルの四階に「富士法人営業所」を設けた。県内で手薄だった富士市、富士宮市の中小企業を開拓する専門拠点だ。
　この営業所の特徴は小口の資金繰りへの迅速な対応だ。大手銀が持つ膨大な企業データをもとに融資の可否をコンピューターが判断、数日で無担保の資金を貸し出す。企業の規模が小さいほど、急に資金が必要となる場面が多いため、中小零細企業の利用は多い。
　地銀や大手行の攻勢は数字にも表れている。県内金融機関に占める信金のシェアは、〇四年一月が二五・〇％だったが、〇六年十一月には二四・四％と、わずかだが低下している。
　こうした傾向についてＵＢＳ証券の田村晋一アナリストは「大手企業は資本市場を通じて自ら資金調達することが増えており、大手行は規模の小さな企業への融資に力を入れる。強固な地盤を持つ地銀もシェア拡大を目指しており、信金の取引先に対する銀行の攻勢は今後も続くだろう」とみる。
　受けて立つ信金側は「銀行よりも企業訪問の頻度は多く、地元とのパイプは太い」（県東部の信金）、「これまでにも地銀や大手銀と競争を繰り返してきた。特別な対抗策は必要ない」（県中部の信金）と静観する。
　だが一部では「銀行が提示する低い金利を選択し、信金との取引を見直すドライな経営者も増えている」（県東部の信金の融資担当者）との声も上がっている。規模と体力で勝る銀行にどう対抗していくのか。信金が戦略を再構築しなければならない時が近く来るかもしれない。

近畿地域

中国地域
この第２地銀はポジションから考えて注目です．

トマト銀の４―１２月、３３億６０００万円の経常赤字に転落。

	2007/02/01, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 　, 159文字


　トマト銀行は三十一日、二〇〇六年四―十二月期の連結決算を発表した。経常収益は前年同期比八・三％増の百六十五億九千五百万円。経常損益は三十三億六千三百万円の赤字に転落した。純損益も三十一億七千九百万円の赤字に転落。金融再生法ベースの不良債権残高（単体）は四百三十五億二千三百万円、総与信に占める割合は七・〇六％だった。

トマト銀の４―１２月、３３億６０００万円の経常赤字に転落。

	2007/02/01, , 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, , 159文字


　トマト銀行は三十一日、二〇〇六年四―十二月期の連結決算を発表した。経常収益は前年同期比八・三％増の百六十五億九千五百万円。経常損益は三十三億六千三百万円の赤字に転落した。純損益も三十一億七千九百万円の赤字に転落。金融再生法ベースの不良債権残高（単体）は四百三十五億二千三百万円、総与信に占める割合は七・〇六％だった。

山陰合銀、経常益６１％減、今期予想を下方修正。

	2007/01/31, , 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, , 333文字


　山陰合同銀行は三十日、二〇〇七年三月通期の連結業績予想を下方修正した。経常利益は前期比六一％減の七十五億円（従来予想は百二十五億円）。資産の自己査定を厳格化し与信費用を六十億円上積みしたことなどが響いた。ただ厚生年金基金の代行部分の返上に伴う特別利益を百四十億円計上するため、純利益の予想は一六％増の百十五億円のまま変えない。
　同日発表した〇六年四―十二月期の連結業績は、経常収益が前年同期比三％増の八百二十六億九千二百万円、経常利益が四五％減の九十一億一千七百万円、純利益が四五％減の四十八億四百万円となった。
　〇六年十二月末の連結自己資本比率は一三・〇七％（前年同期は一三・二三％）、金融再生法開示ベースの単体不良債権比率は五・四五％（同六・一二％）となった。

どんどん外堀が埋まっていくような感じでしょうか。ミスもあったという。情勢が読めなかったのでしょう。小さな企業にとっては大きな企業にとっては小さな失敗のようにみえても致命傷になりかねません。どう動くのか，まだみえていないようです。組織にも問題があるのでしょうか，調べてみないとわかりません。西京銀行やトマト銀行をみても，この地域はたいへんそうです。

呉信用金庫理事長大年健二氏――地銀の低金利に対抗難しく（顧客争奪戦略を聞く）

	2007/02/02, 日経金融新聞, 7ページ, 有, 1559文字


　山口銀行ともみじ銀行が経営統合して誕生した山口フィナンシャルグループ（ＦＧ）の攻勢を受けて、広島県内の信用金庫は苦戦を強いられている。同県呉市周辺で高い融資シェアを誇る呉信用金庫（呉市）も、優良取引先の死守に追われており、創業支援や事業承継など、取引先のすそ野拡大に生き残り策を求める。大年健二理事長に今後の戦略を聞いた。
　――呉市の貸し出し競争の状況は。
　「企業の資金需要は底入れしたものの、依然として増えていない。山口ＦＧが融資を伸ばすために低金利で攻勢をかけており、広島銀行も負けじと金利を引き下げている。しわ寄せが来ているのは信用金庫クラスだ。金利が上昇すれば預金金利を上げざるを得ないが、資金調達コストの高い信金でも貸出金利を上げるのは難しいのが現実だ」
　――地銀への対抗策は。　「対抗して金利を下げるしかないが、利ザヤ縮小による赤字受注は避けなければならない。現実はある程度の融資額を奪われてでも、取引を継続してもらっている状況だ。呉信金がメーンの優良企業については、取引を守るため関係の再強化を図っている。最終的に頼りになるのは地場の信金という、これまでの長い付き合いをアピールするしかない」
　――貸し出しを伸ばす戦略は。
　「取引先を守るだけでなく、融資を作ることが重要だ。これまで取引の薄かった自営業者などスモールビジネスへの営業を強化している。融資額は小さくても相対的に高い金利を期待できる」
　「売り上げや販路拡大など企業の事業を支援し、資金需要を創造する必要もある。昨年に広島県内の四信用金庫で共同開催したビジネスマッチングでは、企業から『取引の拡大につながる』と感謝の声が聞かれた。企業の需要などをまとめたデータベースを作成しており、情報の仲介機能をさらに強める」
　――ベンチャー育成の取り組みは。
　「呉市では企業の廃業や倒産が多く、企業数の回復が大きな課題だ。創業を盛り上げるため、昨年から特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）を通じて新商品開発に取り組む中小企業などへの助成制度を始めた。年間の助成総額は千五百万円で、初回は三十二社の応募があり、手応えを感じている。受賞企業への経営サポートを手がけるなど、企業育成につなげたい」
　「高齢化が急速に進んでおり、事業承継にかかわるＭ＆Ａ（企業の合併・買収）の支援も大きなテーマだ。手数料収入ではなく、企業の活性化につなげる方が重要だ。信金の持つ情報網を活用して、企業を引き合わせることが役目だ」
　――店舗の営業時間延長など個人向け戦略は。
　「二〇〇五年から窓口の営業時間を午後四時三十分まで延長しているが、効果はまだ不十分だ。今後は資産運用の相談や提案力をさらに強化する必要がある。伝票管理など営業店の事務処理を本部に集約し、事務の効率化につながるなど、プラス効果も出ている」
　「相談機能を高めるためにカウンターを取り除き、相談ブースを設けた新型店舗を増やすなど、店舗レイアウトの変更も進める」
　日銀出身の大年理事長は現状を「内憂外患」と見る。呉市では製造業の積極採用もあり、給料を引き上げなければ新卒採用が難しいことが内憂。外患は山口ＦＧなど地銀の攻勢を指す。
　ただ、変化する金融環境に合わせて新たなビジネスモデルの種は育ちつつある。法人向けでは個性的な創業支援の助成金やＭ＆Ａ仲介を今後の融資拡大につなげる。
　個人向けの柱は営業時間の延長など預かり資産の拡大戦略だ。情報系システムの再構築も進め、データに基づいた投信販売など個人向け営業の強化を検討している。
　もっとも、業務改革の過程で預金集めなどを減らした結果、「信金らしさが失われた」との声も一部にあるという。今後の課題は変革とともに、いかに「信金の良さ」を保てるかだ。

時間がなくて調べられないのですが，広島銀行は福岡銀行とコンピュータで連携しているようですから，広島県もきわどい戦いになってきているのかもしれません。広島のむこうは岡山。中国銀行とトマト銀行。近攻遠交が法則のように作用するとすると，トマト銀行が焦点にな留ということでしょうか。
４月１日、もみじＨＤともみじ銀合併。

	2007/02/06, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 　, 149文字


　山口フィナンシャルグループ（ＦＧ）傘下のもみじホールディングス（ＨＤ）ともみじ銀行は五日、四月一日付で合併すると発表した。グループ会社の経営管理を一元化し、意思決定の効率化などにつなげる。
　山口銀行ともみじ銀行の経営統合により、もみじＨＤは山口ＦＧにぶら下がる形式的な中間持ち株会社となっていた。

四国地域
徳島銀、税引き益５８％減、４―１２月単独、不良債権処理急ぐ。

	2007/02/06, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 323文字


　徳島銀行の二〇〇六年四―十二月期単独決算は、税引き利益が前年同期比五八・四％減の十四億二千六百万円だった。人件費などの経費を削減したものの、上期中に不良債権処理を積極的に進めたことが響いた。
　県外を中心に中小企業向けの貸し出しが伸びたほか、投資信託を中心とする預かり資産が増えて手数料収入が増加。有価証券の運用益は減った。コア業務純益はほぼ横ばいの七十二億四千八百万円。与信関係費用が大幅に増え、経常利益は六五・八％減の十八億八千九百万円だった。
　昨年十二月末の不良債権額（金融再生法ベース）は五百四十億円と同九月末に比べ二十億円減った。〇七年三月期から適用される新基準に基づいて計算した三月末の予想連結自己資本比率（国内基準）は九・六％程度。

九州地域
四半期業績――４―１２月、肥後銀行、経常利益１５．５％減る。

	2007/01/31, , 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, , 140文字


　■肥後銀行　経常収益は六・四％増加。個人、中小企業向け中心に貸し出しは伸びたが、資金調達コスト増、債券売却損が響き経常利益は一五・五％、単体のコア業務純益は五・二％減少した。十二月末の不良債権残高（金融再生法ベース）は四十一億円減り、四百六十七億円。自己資本比率は一一・五〇％。

四半期業績――４―１２月期、宮崎銀行、経常利益が２２％増。

	2007/02/01, , 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, , 83文字


　■宮崎銀行　経常収益は前年同期比〇・四％増だったが、不良債権処理額の減少などで経常利益は同二二・七％増の六十七億千三百万円。二〇〇七年三月期の通期の予想は従来通り。

福岡銀・熊本ファミ銀、取引先開拓へ連携強化、熊本で合同商談会、中国でも橋渡し。

	2007/02/02, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 876文字


　四月に経営統合する福岡銀行と熊本ファミリー銀行が取引先の新規開拓に向けて営業連携を強めている。五月に九州全域の企業を対象にした合同商談会を熊本で開くほか、六月には対中ビジネス拡大を目指す地場製造業を集めた合同商談会を中国・上海市で開催する。両行は今後、重複店舗の統廃合や企業規模別のすみ分けなど営業効率化を進め、貸し出しシェア拡大をめざす。
　両行が合同で実施するのは五月十八、十九の両日、グランメッセ熊本（益城町）で開く「インフォネットフェスティバル」。地場中小企業のビジネスマッチングを目的に熊本ファミ銀が九州経済産業局などの後援を得て開いている。九州の地銀が主催する商談会としては最大規模で、今年で十三回目。
　昨年は熊本、鹿児島、長崎などから約二百社が参加。今年は福岡銀と合同開催で二百五十社以上の参加が見込まれる。福岡でビジネス拡大を目指す企業も多く、「企業同士のマッチングがやりやすくなり、広がりが出てくる」（河口和幸頭取）と期待している。
　六月七日には全国の地銀十一行が上海世貿商城（上海マート）で開く「全国地銀合同商談会ｉｎ上海」に、「ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）」として参加する。両行が中国で商談会を開くのは初めて。
　半導体製造装置や金型など製造業に特化した商談会で、国内から約百五十社が出展。中国の地元企業約千社の来場が見込まれている。両行は現地進出している取引先も含めて十六社程度を選び出し、部品調達拡大の相談などに応じていく。
　両行は四月二日のふくおかＦＧ発足を前に経営統合効果を織り込んだ向こう二カ年の中期経営計画を二月中旬にも発表する。合同商談会はすでに昨年十一月にも開いているが、統合の実を早期に上げるためにも、営業連携を加速させる構え。
　これと合わせて営業効率化に向け両行の重複店舗の統廃合も進める。熊本ファミ銀は熊本県外に計十店舗を展開しているが、福岡銀の店舗のない鹿児島や長崎など一部地域を除いて、重複店舗は福岡銀の店舗に統合する方針。「新規出店も含めて今後は営業の主力を熊本に集中する」（河口頭取）考えだ。

西日本シティ銀、ローソンにＡＴＭ、福岡県内全２３４店に計画。

	2007/02/02, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 373文字


　西日本シティ銀行は一日、コンビニエンスストアのローソングループと提携し、設置可能な福岡県内の店舗すべてにＡＴＭを配備すると発表した。五月末までに合計二百三十四店舗に配備する計画で、同県内で平日昼間に手数料無料で利用できるＡＴＭ数はこれまでの一・三倍の千百二十三台となる。
　西日本シティ銀が福岡県内に設置しているＡＴＭは自行で設けている分とローソン設置分を含め合計七百二台。これにお互い無料で利用できるように提携している筑邦銀行など十一行分のＡＴＭも合わせると、同行の顧客は福岡県内で八百八十九台のＡＴＭを無料利用することが可能だった。今回の提携で無料で利用できるＡＴＭ台数は一千台の大台に乗る。
　また、同日、十五日から指の静脈パターンで認証する生体認証ＩＣキャッシュカードの利用を開始することも発表。ＡＴＭ網の整備と併せて顧客の利便性を高める。

福岡銀と親和銀、ＡＴＭ手数料、相互無料化開始。

	2007/02/06, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 180文字


　福岡銀行と親和銀行は五日、平日昼間のＣＤ・ＡＴＭの利用手数料を相互に無料にするサービスを始めた。福岡銀のＣＤ・ＡＴＭ約千二百三十台と、親和銀の約五百四十台が対象となる。
　昨年十月に合意した資本・業務提携の一環。同日、長崎県佐世保市の親和銀本店で開かれた記念式典で同行の荒木隆繁頭取は「今後業務・資本提携をさらに発展させて利便性を高めていきたい」などと語った。

長崎や大分だけでなく，規模の小さな第２地銀は大変なようです．しかしまだ第２地銀はいいほうで，末端に位置する信組ともなると，次の本にもあるように，すさまじい生き方をしないと生き残れないもののようです．信金も，信組ほどではないのでしょうが，近いものがあるようです．合併して大きくなればいいじゃないか，という話にすぐになるわけですが，ブランドがすぐに高くなるのかと言えばそうでもないでしょうし，目を見張るようなコスト削減にただちに結びつくというものでもないでしょう．にもかかわらず，いがみ合いのような人間くさい話のせいでかえって悪くなるといったこともしばしばおこるようです．
　　中村堅太郎，長崎けんみん信組の新航路，ダイヤモンド社

ちなみに，「けんみん」の直近の財務をみましたが，やはり崖っぷちで踏ん張っているようです．この本が書かれたときにはまだ健全そうにみえていた地方銀行の親和銀行も，福岡銀行に身売りすることになったのですから，当然といえば当然のことなのかもしれません．見えない明日を無理にでもこじ開けて見ようとしないととてもやっていけない世界のようです．大学でもそういうところが出てきました．ブランドのないところからしだいに苦しくなっていっているようです．それと平行して金融界のようにブランドのあるところも危うくなるのかどうかはまだわかりませんが，地方の国公立は厳しくなってきたようです．規制業界はいずれも試練を経験しなければならないのかもしれませんが，当事者にとっては迷惑きわまりないことです．いくら頑張っても需要減と競争激化の嵐に呑み込まれてしまうこともあります．「けんみん」をみていると，大学で教えることなど何の役に立つのだろうと落ち込んでしまいます．ユニークな頭取はいまどんなことを考えているのでしょう．西京銀行のユニークな頭取も躓いてしまいました．北海道にも北海信金や稚内信金のように頑張っている信金がいくつもあります．それぞれがそれぞれの方法で明日を切り開こうとしています．しかし，地域経済の厳しさがいつも重くのしかかってきているにちがいありません．ちょっとよいことがあってもそれを打ち消すようなことがすぐに起こってしまう，今はまだまだそんな状態でしょうか．景気がよくなれば重苦しい気分から少しは解放されるのでしょうが，九州も北海道ももうひとつのようです．もう少し頑張れば切り抜けられる，という気持ちでしょうか．よくなってきているのはたしかなので．
 豊和と西日本シティ・長崎銀、トキハ向け合同商談会、取引先の商機創出。

	2007/02/06, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 338文字


　豊和銀行は五日、西日本シティ銀行、長崎銀行と、地元百貨店のトキハ（大分市、岡本邦彦社長）向け合同商談会を開催すると発表した。三月十九日に大分市で行う。九州域内の特色ある食品・雑貨を生産販売する三行の取引先から商談相手を募り、トキハの購買担当者と引き合わせることで、新たなビジネスチャンスの創出を狙う。
　商談会参加希望者は豊和銀行をはじめ三行が募集し、トキハが書類による事前選考をしたうえで参加企業を絞り込む。
　トキハにとっては事前選考することで、必要な商材に的を絞った商談ができる。参加企業は大手バイヤーと直接商談できるので業界の動向や傾向、自社製品の強みや改善点を把握できる。

熊本ファミ銀、０９年１月、福岡銀とのシステム統合、「７行センター」離脱発表。

	2007/02/07, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ａ), 13ページ, 　, 646文字


　四月に福岡銀行と経営統合する熊本ファミリー銀行は六日、九州の第二地銀七行で運営する「事業組合システムバンキング九州共同センター」（ＳＢＫ）から離脱し、二〇〇九年一月に福岡銀とシステム統合すると発表した。商品の共同開発など「経営統合のシナジー（相乗効果）を早期に上げる」（河口和幸頭取）のが狙いで、最短日程でのシステム統合をめざす。
　福岡銀が広島銀行と運営する共同利用型基幹システムと統合する。当初は「二、三年以内メド」としていたが、昨年五月に発足した統合準備委員会の作業部会で検討を進めた結果、「システムの機能や拡張性、顧客の利便性のためには早期の統合がベスト」（経営管理部）と判断した。勘定系、情報系も含めて〇九年一月五日から福岡銀・広島銀の共同システムに合わせる。統合にかかる費用や具体的な段取りは「現在見積もり中」（同）という。
　一方、ＳＢＫに対しては一月十九日に文書で離脱を正式に申し入れ、二十三日の理事会で了承された。福岡中央銀行、南日本銀行などＳＢＫ加盟六行は六日、「熊本ファミ銀の文書を受理するとともに、引き続き六行体制での共同運営継続を再確認した」とするコメントを発表した。
　ＳＢＫは七五年に発足。七七年からオンラインを稼働させた。発足以来熊本ファミ銀の頭取が理事長を務め、年間運営費の約三割を同行が負担するなど主導的な役割を果たしてきた。
　規約では二〇一〇年十二月までは熊本ファミ銀が現行割合で費用負担することになっている。ＳＢＫは三月の理事会で次期理事長を選任する予定。

総合
２．１３　グローバル戦略
２．１４　財務（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
３　メガバンク
３．１　貨幣取引，資金調達

３．２　企業金融戦略
昨年の船舶ファイナンス、三井住友銀世界７位――トップ１０入り、邦銀で初（金融番付

	2007/02/05, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 498文字


　船舶向け融資の金融機関別ランキングによると、主幹事として事務をとりまとめるブックランナーで三井住友銀行が二〇〇六年に世界第七位になった。邦銀のトップ１０入りは初めてという。輸送量の伸びを背景に世界の造船需要は増えており、三井住友銀はこの分野の融資に力を入れる。
　ランキングは船舶融資の専門誌である米マリーン・マネー誌がまとめた。船舶は建造に数年かかるうえ、費用も高額。金融機関は事業計画を審査するノウハウが求められ、欧州銀行のシェアが大きい分野という。
　三井住友銀の〇六年のブックランナー金額は二十七億一千五百万ドルと前年の五倍強。融資の組成額でも四・六倍の三十二億一千四百万ドルと増えた。カタールの液化天然ガス（ＬＮＧ）輸送船向けに四十二億六千五百万ドルのシンジケートローン（協調融資）をまとめるなど、大型案件にかかわったことが寄与した。
　三井住友銀は〇一年にロンドン、〇四年にパリで船舶融資の専門部署を設立。欧州銀から専門家をスカウトした。昨年十一月には大手銀行で初めて船舶ファイナンスの専門部署を置いている。
　中国市場の拡大に対応するため、上海に専任担当者を置くことも検討しているという。

３．３　個人金融戦略

３．４　政府金融

３．５　フィービジネス戦略（投資銀行業務もここ）
資源寡占化の衝撃（上）メジャーも的、Ｍ＆Ａ合戦――金融市場の波乱要因に。

	2007/02/06, 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1702文字


　資源メジャーの複合寡占化が地球規模で進んでいる。資源高がもたらした余剰資金が触媒となり、老舗大手も飲み込まれるＭ＆Ａ（合併・買収）戦争が始まった。資源ナショナリズムと同時に加速する資源コングロマリット（複合企業）化の波は、素材企業が多い日本にも押し寄せる。資源価格の交渉権を握るメジャーが従来以上に高圧的になり、金融市場の波乱要因にもなりかねない。（横山雄太郎）＝資源メジャーは２面「ミニ辞典」参照
　突然の社長交代で揺れる三大資源メジャーの一角、英アングロ・アメリカンが複数の資源会社に分割買収される――。ロンドンの金融街シティーではこんなうわさが絶えない。買う側のリストに真っ先に名前が挙がっているのがスイスのエクストラータだ。
　ロンドン証券取引所に上場した二〇〇二年、売上高でアングロの十分の一に過ぎなかった中堅亜鉛メーカーである。それが上場やエクイティ・ファイナンスで調達した資金をテコに鉱山買収を進め、時価総額は五兆円を超えた。豪英系のＢＨＰビリトンやリオ・ティントと並ぶ三大メジャーのアングロを狙っても不思議でない。
制御不能な　
２つのリスク
　ＣＥＯ（最高経営責任者）のミック・デイビス氏は〇二年にＢＨＰと合併したビリトン出身。同合併を実務で支え、まだ四十歳代だ。合併後一緒に引き抜かれたマーク・ゴンザルベス・ゼネラルマネジャーは「アングロの鉱山は魅力的。まずは新社長のお手並み拝見だがこの二年で何かが起こるよ」と買収を暗示する。
　「資源事業には常にコントロール不能な二つのリスクがつきまとう」というのがコンザルベス氏の持論。資源が第三世界に集中する地政学リスクと、価格変動リスクだ。これを回避するには多くの地域に異なる鉱種の権益を持つしかない。
　エクストラータの事業展開は権益を企業ごと買いあさる資源戦争の激しさを象徴している。〇四年十月、ウラン鉱山を持つ豪ＷＭＣリソーシズに総額五十五億ドル（六千六百億円）で買収を提案。ＢＨＰビリトンの対抗買収に敗れると〇五年八月に加ニッケル大手ファルコンブリッジの株式を二〇％握る。加ニッケル大手のインコがファルコに総額百八億ドルの買収提案をすると、エクストラータは百八十億ドルの対抗買収で押し切った。
　この買収合戦に敗れたインコは〇六年十月、ブラジルの鉄鉱石大手リオドセに買収され、カナダの時価総額一兆円超の資源六社のうち二社が消えた。カナダの惨状をみて米の老舗銅鉱山フリーポート・マクモラン・カッパー・アンド・ゴールドとフェルプス・ドッジは昨年、慌てて統合した。ドッジもインコ買収戦の敗戦組だ。
価格交渉で　
日本勢劣勢に
　とはいえこれも「前哨戦に過ぎない」（国内資源大手幹部）というのが大方の見方だ。エクストラータ、リオドセ、米銅連合は挑戦権を獲得しただけ。“食物連鎖”の終点では三大メジャーが待ちかまえる。生き残っているこれら六社の連結純利益合計は、三年前と比べて四倍以上に膨らんだもよう。豊富な資金を手に食うか食われるかの最終戦が始まる。
　こうした資源メジャーの寡占化の動きにいち早く対応したのが鉄鋼世界最大手のミタル・スチールだ。二位のアルセロールの買収は資源メジャーに対する価格交渉力を保つのが主な狙いだ。
　一方、再編が遅れ規模で劣る日本勢は圧力をもろに受ける。鉄鋼や非鉄大手はメジャーの鉱石大幅値上げを飲まされている。「非鉄大手の株価が好業績の割に伸び悩んでいるのはそのためだろう」と新日鉱ホールディングスの幹部は語る。
　作っても利益が出ない状況が続けば日本の素材企業の生産意欲は減退。設備投資が止まり、高値圏が続く銅地金など素材価格の高止まりは必至だ。これこそ資源価格をつり上げたいメジャーの狙いだが、川中・川下企業が多く上場する日本の株式市場全体が悪影響を受けかねない。
　「金属資源は国営企業が少なくＯＰＥＣのような組織もない。その分、寡占化は一気に進む。日本はもっと危機感を持つべきだ」。石油天然ガス・金属鉱物資源機構の武富義和・バンクーバー事務所長は警鐘を鳴らす。

３．６　リスクマネジメント
３．７　ローコスト戦略
３．８　人材・組織戦略
三井住友銀、新卒採用、合併後最多に、来春１２％増の１６００人。

	2007/02/07, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 481文字


　三井住友銀行は、二〇〇八年春に入社する新卒採用人数を千六百人にする計画を固めた。〇七年春に比べ一二％増やし、〇一年の旧住友銀行と旧さくら銀行の合併後で最も多い人数になる。業績回復を背景に新卒採用を拡大、攻めの姿勢を強める。
　三井住友銀の来春の新卒採用計画は総合職六百人、個人向け業務に特化した「コンシューマーサービス職（ＣＳ職）」五百人、一般職五百人の合計千六百人。今春は合計千四百二十五人だった。総合職を百人、ＣＳ職を五十人、一般職を二十五人それぞれ増やす。
　同行は今春入行者の初任給を十四年ぶりに引き上げた。総合職では二十万五千円と三万一千円増やすなど、優秀な若手の人材獲得策を打ち出している。十三―十五日には東京国際フォーラムで総合職を志望する学生向けに、業務部門別の実務担当者による講演会や幅広い世代の行員との懇談会を開催する予定。
　他のメガバンクグループは来春の採用予定人数を現在検討している段階だが、バブル経済崩壊後の業績悪化に伴う人員削減の結果、法人営業や個人向け営業の人員が不足している。このため金融界では来春も積極的な新卒採用が続く見通しだ。

３．９　チャネル戦略
３．１０　情報システム戦略

３．１１　アライアンス戦略
３．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）
３．１３　グローバル戦略
金融主体が動かないと具体的な姿は見えてこない．

金融・資本市場改革は終わっていない（社説）

	2007/02/04, 日本経済新聞　朝刊, 2ページ, 　, 1015文字


　世界に開かれた自由で規律ある金融・資本市場を実現するために――。安倍政権は重要政策課題のグローバル化改革の一つに金融・資本市場改革を据え、経済財政諮問会議などで議論を始めた。橋本政権がフリー・フェア・グローバルを掲げ、金融ビッグバンを宣言して十年。何が変わり、何が変わらなかったのか。
　この間の法制度改革はめざましいものがあった。金融制度の自由化で金融コングロマリットが生まれ、商法、証券取引法の改正で会社制度と証券市場の規制緩和が進み、総仕上げの会社法と金融商品取引法（旧証取法）が今年、完全施行される。
　しかし、株式市場で外国証券会社と外国人投資家の存在感が高まったものの、「貯蓄から投資」への歩みは緩慢で、自由化された市場ではライブドア事件などの不祥事が後を絶たない。改革が金融危機と重なり、官民ともに不良債権処理に追われた事情もあって、復活を遂げつつある産業に比べ、金融機関の国際競争力は見劣りし、信頼できる市場に変わったとは言えないのが現状だ。
　グローバル化する経済の先端分野での停滞を放置すれば、日本は世界との競争に取り残されかねない。自国企業の資金調達や、国民の金融資産の運用の場としてだけでなく、世界の企業と投資家を呼び込んで少子高齢化に伴う将来の貯蓄不足に備える意味でも、効率的で公正な活力ある金融・資本市場が欠かせない。ビッグバンはまだ終わっておらず、今は駆け足で進めてきた改革を点検し、次の課題に取り組む時である。
　金融・証券取引の監視、監督体制は、金融庁とその下の証券取引等監視委員会、公認会計士・監査審査会の現行体制を改め、独立性と透明性の高い市場の番人をつくるために、金融庁の再編も含めて行政の在り方を見直すべきだ。証券市場を活用する上場会社を対象に、より厳格な情報開示や企業統治の規律を求める公開会社法の制定も検討に値する。
　外国上場会社数が激減した証券取引所の機能強化は、国際的再編の流れを念頭に、公共的使命を明確にしたうえで利用者ニーズに応えるものでなければならず、乱立する新興市場の再編も視野に入れるべきだ。米欧間で進む会計基準のすり合わせや、金融・証券税制などの国際的調和の問題は、独自性を主張するだけでなく戦略的な対応が必要になる。
　東京をロンドン、ニューヨークと並ぶ金融センターにするには政治の強いリーダーシップが要る。安倍首相自ら先頭に立ち、国家百年の計にふさわしい改革を期待したい。

３．１４　財務戦略（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
４．１　非銀行金融機関
ＳＢＩモーゲージ、名古屋にＦＣ１号店、住宅ローン貸し付け。

	2007/02/07, 日本経済新聞　地方経済面 (中部), 7ページ, 　, 446文字


　住宅ローン貸し付けのＳＢＩモーゲージ（東京・港）は六日、営業拠点となるフランチャイズチェーン（ＦＣ）の一号店を名古屋市内に開設した。これまで生命保険代理店と代理店契約を結んで拠点を整備してきたが、ＦＣ展開を機にブランドイメージやサービスの向上を図る。中部地域ではＦＣ店を十店程度に拡大する方針だ。
　ＳＢＩモーゲージはインターネットを中心に住宅ローンを貸し付ける。住宅金融公庫の長期固定金利ローン「フラット３５」を主力商品としている。全国の約八十の生命保険代理店と契約し、ネットと並ぶ販売ルートも構築してきた。
　全国初のＦＣ店となる「ＳＢＩ住宅ローン名古屋」は生損保代理店のネオライフプランニング（名古屋市）と契約した。名古屋市の錦地区に店舗を構え、住宅購入者が相談しやすいように年中無休とする。
　ＳＢＩモーゲージは愛知県内にさらに七―八店のＦＣを計画。全国では百店舗体制を目指している。円山法昭社長は「愛知県にはトヨタなど有力企業が多く、住宅ローンの市場規模もさらに拡大する」と話している。

４．２　外国金融機関
アッカーマンはほら吹き。

ドイツ銀、純利益最高９４００億円、昨年７０％増、投資銀好調。

	2007/02/02, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 305文字


　【フランクフルト＝石井一乗】独銀最大手ドイツ銀行が一日発表した二〇〇六年十二月通期決算は、純利益が六十億ユーロ（約九千四百億円）と前の期より七〇％増え、過去最高を更新した。投資銀行、資産運用などいずれの部門とも利益を伸ばしたうえ経費削減も貢献。配当も前年の一株二・五ユーロから四ユーロへ大幅増配した。
　総収入は二百八十三億ユーロ（約四兆四千億円）と一一％増。投資銀行部門の利益が二割増えて全体をけん引、運用部門も好調だった。顧客の増加などで利息収入も一七％増えた。年末にかけての株式相場上昇で、十―十二月期も第四四半期としては過去最高益。アッカーマン頭取は「成長路線の維持に大いに自信を持っている」と語った。

ドイツ銀、アジアから運用資金急増――８０億ユーロの流入超に。

	2007/02/05, 日経金融新聞, 9ページ, 有, 1082文字


　【フランクフルト＝石井一乗】ドイツ銀行がアジアの顧客から集めている運用資金が急増している。二〇〇六年に同行資産運用部門が中国やインドなどアジア太平洋地域の顧客から運用を委託された資金（新規資金流入額）は約八十億ユーロ（約一兆三千億円）。前の年の流出超から大幅な流入超に転じ、本国ドイツでの流入額に次ぐ規模となった。新興国の富裕層などの運用需要が下支えする形で、〇六年十二月期決算は純利益が過去最高を更新。今年もアジアの拠点拡充を進め、成長に拍車をかける。
　〇六年のドイツ銀資産運用部門への新規資金流入は二百十億ユーロと、前の年の三十億ユーロから大幅に増えた。米英での事業売却に伴う大規模な資金流出があったが、これを除いても高水準の資金流入を確保した。
　特に純増をけん引したのはアジア。本国ドイツでの資金流入が前の年の三百七十億ユーロから九十億ユーロに減少した半面、アジア太平洋地域は前の年の五十億ユーロの流出から八十億ユーロの流入へと大幅に好転した。同地域の資産規模はドイツ銀の運用資産全体の一割未満とまだ小さいが、「新規流入ではアジア太平洋が最も強い成長を示した」（アッカーマン頭取）という。
　急拡大する市場の需要を取り込むため、ドイツ銀は昨年、アジア太平洋地域で約三千七百人の人員を採用。全世界での採用数の七割を同地域に集中させるなど重点的に体制整備を進めた。
　その結果、「資産運用」「富裕層向け運用」の両部門とも毎四半期、平均十億ユーロ程度の資金流入を記録、成長の原動力になっている。アジア太平洋地域には日本も含むが個別の国・地域のデータは明らかにしていない。
　アジア太平洋地域での事業拡大戦略も奏功し、ドイツ銀の前期の純利益は六十億ユーロ（約九千四百億円）と前の期より七〇％増えた。
　株主資本利益率（ＲＯＥ、税引き前ベース）は前の期より六ポイント高まって三一％に達した。既に中期目標としている二五％を大きく上回っているが、当面は新たな目標は設定しない方針。効率経営を維持しつつ、持続的な利益拡大を目指す考えだ。〇八年までに税引き前利益を八十四億ユーロ（〇六年は八十一億ユーロ）の達成を狙っている。
　〇七年についても「とりわけ中国やインドでは高い経済成長が見込める」（アッカーマン頭取）と、アジアでの営業体制の拡充を進める方針。ベトナム市場では今月一日、ハノイを拠点とする「ハブバンク」に最大二〇％出資することで合意した。成長を遂げるアジア市場での足がかりを広げ、成長路線を維持していく考えだ。

香港の銀行が内陸展開――人民元業務の全面開放に対応（中華新潮流）

	2007/02/06, 日経金融新聞, 8ページ, 有, 1376文字


　香港の銀行が重慶や四川省の州都、成都など中国内陸部での事業を拡大している。外資銀行への人民元業務の全面開放に対応、「地元」の強みを生かして香港企業の内陸展開を後押しする狙いがある。経済発展とともに内陸部でも増えつつある富裕層に資産運用業務を提供する動きもあり、他の海外勢の追随を許さない構えだ。
□－－－－□
　北京、上海などと並ぶ中央政府の直轄市である重慶。面積は北海道とほぼ同じ、人口は三千万人を超す世界最大の都市だ。市中心部には中国の大手商業銀行の中国農業銀行や交通銀行が支店を構える。香港で最大の地元資本銀行、東亜銀行もそのひとつだ。
　「重慶へようこそ」。市内で最も高いビルの四十三階に入居する東亜銀のオフィスを訪れると、若き支店長の英語での出迎えを受けた。呉任斌（ビクター・ウー）氏は香港出身の三十八歳。大学卒業後に入行し、一九九〇年代に広東省の廈門や深〓の支店で十年以上本土ビジネスに携わった。その経験が買われ、二〇〇五年末に開業した重慶支店の支店長に抜てきされた。
　中国政府は昨年末、現地法人の設立を条件に外資に人民元業務を全面開放する方針を打ち出した。支店開設の目的も「人民元業務の全面解禁をにらんだ実績づくり」。東亜銀を含め外資九行が当局から設立準備の認可を得ており、今年前半に営業を開始できる見通し。「人民元業務が重慶でもできるようになる」と期待している。
　中国政府は〇〇年、重慶を含む「西部大開発」計画を採択。香港企業も新たな成長機会を求めて内陸部への進出を加速している。財閥系企業の長江実業とハチソン・ワンポアは不動産開発を中心とする本土への投資額が合計で一千億香港ドル（約一兆六千億円）を突破。重慶でも住宅や商業施設の開発を手がける。
　香港に拠点を置く銀行としては英スタンダード・チャータード銀行もこのほど重慶での支店開設を認可された。これで重慶で支店を持つ外資は六行になるが、うち三行は英ＨＳＢＣを含め香港勢だ。
　香港の三行は重慶以外にも内陸部で成都に支店を持つほか、ＨＳＢＣと東亜銀は西安にも支店を有している。ＨＳＢＣとスタンダード銀は「旧英国植民地銀行」として香港や本土の経済発展に協力してきた。「香港と中国と緊密な関係を持つ」（中国銀行業監督管理委員会の幹部）という優位性を武器に、中国政府との関係が良好で、外資の中でも突出した出店実績を誇っている。
□－－－－□
　内陸部を代表する重慶の〇五年の一人当たりの域内総生産は約一万一千元（約十七万円）にすぎないが、〇〇年に比べ二倍に増えた。経済発展とともに中間所得層が台頭、企業家などの富裕層も登場してきた。そのため、東亜銀は昨年から投資信託などの販売を通じた資産運用業務を始めた。今年は資産運用の相談業務などを担う専門店舗を設ける計画だ。
　とはいえ、広東省や上海などに比べ内陸部の香港企業の集積度はまだ低い。重慶の一人当たりＧＤＰは上海の五分の一。内陸部は沿海部に交通や物流の面で劣るため、「企業の内陸への関心は高いが、実際の投資に結びついてない」（邦銀関係者）との厳しい現実もある。内陸部が中国政府の青写真通りに発展する保証はなく、香港の銀行が投資の果実を得るには時間がかかる可能性もある。

ＨＳＢＣ――リテール低迷観測で軟調、投資銀業務も伸び悩む（銘柄点検欧州）

	2007/02/07, 日経金融新聞, 8ページ, 有, 517文字


　英銀最大手ＨＳＢＣの株価が軟調だ。英米のリテール事業が低迷するとの見方から株価は昨年十一月に下落し始め、一月中旬には九一三・五ペンスと、約八カ月ぶりの安値を付けた。この六カ月で三・六％下落。業界平均は一〇％の上昇で、下げが際立つ。
　ダグラス・フリント財務責任者は昨年十二月の通期業績見通しで「米国のサブプライム（低所得層向けの住宅ローン）市場で焦げ付きが増えている」と発言。与信強化や住宅ローン債権の証券化などでリスク軽減を図っているが、「米住宅ローン市場での業績低迷はしばらく続く」と慎重な見方を示した。英国でも個人の焦げ付き増加はリテール部門の足かせとなっている。
　上半期にグループの増益をけん引した投資銀行部門も伸び悩む見込みだ。「顧客の取引量が減少し、七―九月期の売買益の伸びは上半期と比べて減速した」（フリント氏）ためで、通期では増益を確保できる見通しだが、投資家心理を冷やしている。
　しかし、最近の株価下落についてモルガン・スタンレーのアナリストは「売られすぎ」と分析する。「米市場の減速はアジア市場の成長で補える」とみる。今年の配当性向は六割に達すると予想し、投資評価は「買い」を維持している。

４．３　その他
課題山積地方財政を読む（下）三セク・公社も公表義務――不良債権、顕在化の懸念。

	2007/02/06, 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1160文字


　「何とかうまく民間に譲渡できないものか」。北海道赤平市の浅水忠男助役は経営不振の第三セクター、赤平花卉園芸振興公社に頭を痛めている。二〇〇五年度は千七百万円の最終赤字で債務超過額が二億千七百万円に膨らんだからだ。
　一九九四年の炭鉱閉鎖時、雇用対策のために作ったラン栽培の会社。高価な花であるため毎日売れるわけではない。赤平市の出資比率は二五％に過ぎず、生んでいる雇用もパートを含めて二十五人ほど。債務保証をしているわけでも損失補償をしているわけでもない。それでもつぶせない事情がある。
短期貸付がアダ
　実は赤平市は花卉園芸振興公社に四億円あまり貸している。公社をつぶしてしまうとその貸付金が戻らないのだ。地方自治体は現金主義だから、長期貸付であればさほど問題にはならない。公共事業でも行政サービスでも、予算は基本的に使い切るものだからだ。
　だが、公社への貸付金は形の上では短期。年度始めに貸して年度末に返してもらう。貸したお金が返ってこないと赤平市の財政に穴があく。九億四千万円以上赤字を出すと再建団体になってしまう赤平市にとって、四億円は重い。
　三セクや地方公社が地方財政の致命傷となるケースは多くない。昨年民事再生法の適用を申請した東京都の東京臨海副都心建設、東京テレポートセンター、竹芝地域開発の三社は合計千四百十億円の債務超過で金融債務は三千五百億円を超えていたが、都の負担は三百八十億円にとどまった。
損失補償響く
　とはいえ、北海道夕張市が再建団体になった理由の一つは公社と三セクにあった。夕張市土地開発公社や石炭の歴史村観光などの借入金について百二十億円以上の債務保証・損失補償をしていたからだ。北海道芦別市は三セクのカナディアンワールドの三十八億円の借入金を事実上、肩代わりし、分割返済中。青森県大鰐町も大鰐地域総合開発の六十億円を超す借入金を、三十年かけて返済している。
　自治体が出資している法人への貸付金は合計四兆四千二百億円、債務保証・損失補償は九兆三千九百億円、合計すると十三兆八千百億円にもなる。普通会計の地方債残高のほぼ一割に相当する。対象を債務超過の法人に限っても、大阪市土地開発公社に対して二百五十八億円の貸付金と七百六十九億円の債務保証がある大阪市を筆頭に、与信額は計一兆千億円を超える。企業業績が回復する中、最後の不良債権と言っても過言ではない。
　総務省は早ければ〇七年度から、自治体に連結ベースで赤字比率や将来負担比率といった新指標を公表させる。三セクや公社、地方公営企業に大きな問題を抱えていると、少なくとも早期是正措置の対象にはなる。再建団体に準ずる扱いのため、自治体は経営不振の公社や三セク、公営企業の処理を急ぐ可能性が高い。自治体の不良債権が一気に顕在化する日は近い。

資金調達、「事業証券化」活用広がる、昨年、１兆７０００億円に。

	2007/02/07, 日本経済新聞　朝刊, 17ページ, 有, 735文字


　事業が生み出す将来の現金収入を担保とする資金調達手法が企業の間で広がっている。「事業の証券化」と呼ばれる手法で、二〇〇六年の調達金額は市場推計で一兆七千億円程度と、〇五年の四千億円程度から四倍強に増えた。企業全体の信用力よりも特定事業の信用力を基に資金を調達した方が有利な条件で調達できる利点がある。
　〇六年に組成された事業証券化は六件。ソフトバンクの携帯電話事業の証券化による調達額が約一兆四千五百億円と多額で、〇五年を大きく上回る要因となった。
　ソフトバンクは携帯電話事業と他の事業を分けることで、通常の銀行借り入れより利率が低くなるメリットがあった。金融機関が買った債権はソフトバンク本体よりも高い格付けを取得した。
　通信関連事業はソフトバンクのほか、ＵＳＥＮの子会社で光ファイバー通信事業を手掛けるＵＣＯＭ（東京・目黒）が、光ファイバーの通信インフラ事業を証券化した。組成額は二百億円だった。
　パチンコホールの事業証券化も複数あった。九州に基盤を置くパチンコホール大手のユーコー（福岡県久留米市）が百二十億円、北海道を中心に展開する太陽グループ（札幌市）が三百億円を調達した。
　事業証券化は、不動産や有価証券を担保にするのでなく、特定の事業から将来発生する現金収入を担保に資金調達する。将来生じる現金収入を優先的に債務返済に充てるなどの契約を付けることで返済確率を高める。
　参入障壁が比較的高く、将来の現金収入が安定的に得られる業種で事業証券化は使われやすい。英国のパブやインフラ事業の証券化がよく知られている。国内でも新たな資金調達手法として浸透し始めており、「通信やパチンコ以外の分野にも広がりそう」（米スタンダード・アンド・プアーズ）との観測が出ている。
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